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日系コンビエンスストアの 
国際フランチャイズ展開に関する研究
――アセアン（タイ及びインドネシア）における 
セブンイレブンの展開を中心に
グエン・ティ・ヴィン・トゥ
はしがき
　フランチャイズ方式は、19世紀に米国で出現した。これは低リスク、
低コストによって多くの店舗が展開できるメリットがあり、高利益も作
り出せる、将来性もある経営方式であるといえる。日本においてフラン
チャイズ方式が導入されるようになったのは1963年である。そして、
1965年代後半になってから現在まで外食、小売業、サービス業など、
様々な業種に幅広く導入されるようになった。現在まで、フランチャイ
ズ方式は店舗数と総売上高において成長し続けている（表 2 - 3 参照）。
　フランチャイズ展開を行う業界のなかでは、小売業が最も進んでい
る
（1）
。小売業では、スーパーマーケット、コンビニエンスストア（以下コ
ンビニ）、百貨店、衣料品店、家電量販店等様々な業態が存在している。
小売業において、コンビニのフランチャイズ展開が目覚しい成長を遂げ
ており、相当大きな役割を占めている
（2）
。コンビニは日本国内小売業にお
いて50年間以上もの展開の歴史をもち、現在、国民の日常生活に欠かせ
ない存在となっている。そして、今日コンビニは、海外に目を向けるよ
うもなった。
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日系コンビニは、中国、韓国、台湾等アジアを中心にフランチャイズ方
式を展開してきた。近年、特に東南アジア諸国（以下アセアン）に急激な
展開が行われている。アセアンにはタイ、マレーシア、シンガポール、
インドネシア、フィリピン、ベトナム、ミャンマー、ブルネイ、ラオス、
カンボジアの10カ国がある。ところが、日系コンビニが2015年現在進出
している市場は、タイ、インドネシア、ベトナム、シンガポール、マレー
シア、フィリピンだけである。この中で、タイは日系コンビニが早くか
ら進出しており、店舗数が最も多く、インドネシアは店舗を約 2 万以上
持ち、コンビニの大国である。
　また、海 外 進 出 を 行っているコンビニにはセブンイレブン、ファミ
リーマート、ローソン、ミニストップのみである。このなかで、セブン
イレブンは、海外に最も店舗数をもっている。特に、アセアンの多くの
国ではリーディングの立場を果たしてきた。
　このように本論文では、海外における日系コンビニのフランチャイズ
展開について研究する。その中でもアセアンのタイ及びインドネシアに
おけるセブンイレブンの展開に焦点を当てることにする。
第一章　序章
第一節　研究の目的
　今日、日本においてコンビニは必要不可欠な存在となり、確実に成長
をしてきた。現在、小売業部門では、コンビニは店舗数についても売上
高についても大きな比率を占めている
（3）
。元々アメリカで生まれたコンビ
ニは自国で失敗したが、日本に導入されて以来、アメリカのシステムを
そのまま活用せず、日本的な独自的フォーマットによって店舗展開を進
め、大成功を遂げてきたといえる。そして、コンビニの店舗展開は、フ
ランチャイズ方式を中心に日本において行われている。
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　日系コンビニは、出店戦略や独自的品揃え、POSシステムによる単品
管理等によって日本市場で独特な利便性を提供している。そのことに
よって、日系コンビニは各国に注目されてきた。1980年代早々海外へ進
出しており、国内で培ってきた独自なノウハウやシステムを海外市場で
活用している。海外進出といえば、進出先は中国、韓国、台湾等アジア
諸国が多い。特に近年、アセアンへ目を向けている。
　従来、日本にとって、アセアンは石油・天然ガス等重要な原料を供給
する地域であるとみられていたが、今日は貿易パートナーとなった
（4）
。ア
セアンの国内総生産（以下GDP）をみると、10カ国合わせて世界の約 2 ％
を占めている（2013年度）。また、2019年になると、 3 ％へと上昇する見
通しである
（5）
。そして、日本では少子高齢化が進むにつれて、人口が減少
する傾向にあるため、国内の市場には限界がある。ところが、アセアン
の人口は増加しつつあり
（6）
、しかも、今後、中間層、富裕層が増加してい
くと予想されるから、この地域は日系コンビニにとって開拓する余地が
あり、非常にポテンシャルのある市場であるとみられるようになる
（7）
。
　日系コンビニが進出しているタイ、インドネシア、ベトナム、シンガ
ポール、マレーシア、フィリピン 6 カ国のなか、タイでの展開が目立っ
ている
（8）
。また、インドネシアは人口がアセアンでは最大規模であり、コ
ンビニ市場は非常に急速に発展を遂げてきた
（9）
。
　海外進出をしているセブンイレブン、ファミリーマート、ローソン、
ミニストップの 4 社は国内でそれぞれ 1 位、 3 位、 2 位、 5 位を占めて
いる。このなかでは、セブンイレブンは日本以外世界の15カ国及び地域
に進出しており、約39,234店の店舗網を有する。これは国内の店舗数と
は 2 倍以上となる。次に店舗網が 2 番目に大きいのはファミリーマート
で、 6 カ国と地域で約5,790店を展開している（表 3 － 5 参照）。同社は日
本発祥のコンビニとして最も積極的に海外展開を行っているとみられ
る
（10）
。ローソンは国内で第 2 位の規模ではあるが、海外展開では店舗数が
最も少ない（591店）。ミニストップは約2,787店を展開しているが、セブ
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ンイレブン及びファミリーマートに比べて規模が小さい（表 3 － 5 参照
（11）
）。
つまり、セブンイレブンの海外における展開の加速が目立つ。
　セブンイレブンはタイ、インドネシアに進出するとき、現地の消費者
に日系の特徴とされる「利便性」を提供している。ところが、日本市場
の求める「利便性」は国外市場の求める「利便性」が異なることから、
日本のフォーマットをそのまま活用していない。特に伝統的小売業が主
流であるこれらの国は、日本とライフスタイルが異なるため、消費行動
も違う。このように、日系コンビニはこのような国にどのように展開す
るか等について研究する必要がある。そこで、本論文では次の 3 つの問
題点を解明するところに研究の目的をおく。
　 1 ．なぜ、日系コンビニはアセアンに進出したのか。
　 2 ． アセアンのなかでも特に、タイ、インドネシアにおいて、セブン
イレブンはどのように進出しているのか。
　 3 ． セブンイレブンはどのような戦略でタイ、インドネシアに進出し
たのか。
　以上のような目的を達成するために、下記の構成で研究を進めていく。
　まず、第 1 章では、研究の課題を明確にする。第 2 章で、フランチャ
イズ方式に関する基礎な知識を紹介し、そして、フランチャイズ方式の
生成と発展を検討していく。第 3 章では、国内におけるコンビニの展開
を分析する。ここでは、なぜ日系コンビニが海外に進出する必要がある
かという疑問がみえてくる。その上、なぜアセアンに進出したのかとい
う疑問に関しては、第 4 章におけるアセアンの概要から検討する。それ
と共に、同章では、タイ、インドネシアをはじめ、アセアンにおけるセ
ブンイレブンの展開の過程を明らかにする。第 5 章では、タイ及びイン
ドネシアにおけるセブンイレブンの展開の現状を分析し、そしてこの 2
カ国における展開の戦略も検討の対象とする。第 6 章では、結論と今後
に残された検討課題を明らかにしたい。
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第二節　研究の対象、範囲及び方法
　海外進出している日系コンビニには、セブンイレブン、ファミリー
マート、ローソン、ミニストップの 4 社がある。そのなかでも特にセブ
ンイレブンを研究の対象とする。
　上 記 の 4 社 が 進 出 しているアセアン 諸 国（ASEAN）はAssociation of 
South East Asian Nationsの頭文字をとった略称で、東南アジア諸国連合
と訳される。現在加盟国はインドネシア、マレーシア、フィリピン、シ
ンガポール、タイ、ベトナム、ブルネイ、ミャンマー、ラオス、カンボ
ジアである。この10カ国から、日系コンビニが進出したのはタイ、イン
ドネシア、フィリピン、マレーシア、シンガポール、ベトナムだけであ
る。これらの国におけるセブンイレブンの展開を研究する。また、この
なかでもタイ、インドネシアの 2 カ国に研究の焦点を当てる。
　この研究を進めるために、日本及びアセアンにおける日系コンビニの
フランチャイズ展開に関する文献調査及び各種統計資料の収集・分析を
行う。
第三節　先行研究
　日系コンビニの海外展開に関しては、次のような研究がされてきた。
まず、鳥羽達郎が「コンビニエンスストアの国際展開と創造的適応：株
式会社ファミリーマートの事例研究」では、台湾を中心に進出の歴史、
そしてこの市場におけるシステムの構築等について分析を行っている。
次に川辺信雄は、「日系コンビニエンスストアの国際展開」の研究にお
いて、海外に進出するコンビニ 4 社が、アジアに進出する歴史を中心に
分析している。このなか、進出戦略は台湾、韓国、中国などに留まって
いた。また、小川孔輔及び青木恭子が研究した「東アジア地区に進出し
た 他 国 企 業 のマーケティング：コンビニエンスストア in East Asia」で
は、中国を中心に各社の事業の展開は分析された。この研究にも、タイ
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におけるセブンイレブンの展開も紹介されたが、同社の戦略等について
は薄かった。その上、インドネシアでの進出が他の国と比べ遅いため、
同国におけるセブンイレブンに関する研究は未だに注目されていない現
状にあるといえる。
　以上のように、日系コンビニの国際展開に関する研究では台湾、韓国、
中国等が注目されてきた。また、アセアンへの進出については、歴史等
に焦点を当てており、戦略に関してはまだ不十分であるといえよう。特
に、コンビニの出店方式は、フランチャイズ方式が主流であるが、これ
に関する研究がまだ多くなされていない現状にある。つまり、日系コン
ビニの国際フランチャイズ展開及びアセアンにおける展開を研究する必
要性は多分にあるといえよう。なかでも、タイ及びインドネシアにおけ
るセブンイレブンの店舗展開に関して研究を始めることしたい。
第二章　フランチャイズ方式の生成及び発展
第一節　フランチャイズ方式の生成及び発展
（ 1 ）フランチャイズ方式の概要及び分類
　フランチャイズ方式については、様々な定義があるが本章で日本の定
義を紹介する。これは一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会に
よって定義されたものである。
　「フランチャイズとは、事業者（「フランチャイザー」と呼ぶ）が、他の
事業者（「フランチャイジー」と呼ぶ）との間に契約を結び、自己の商標、
サービスマーク、トレード・ネームその他の営業の象徴となる標識、お
よび経営のノウハウを用いて、同一のイメージのもとに商品の販売その
他の事業を行う権利を与え、一方、フランチャイジーはその見返りとし
て一定の対価を支払い、事業に必要な資金を投下してフランチャイザー
の指導および援助のもとに事業を行う両者の継続的関係をいう（1972年
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5 月策定、1979年 4 月改訂
（12）
）」。
　このような 定 義 からすると、フランチャイズ 方 式 というのはフラン
チャイザーとフランチャイジーとの関係が設立されたうえで生まれるも
のである。この関係は図 2 － 1 で示されている。
　この関係は契約によって結ばれており、この中で、フランチャイザー
（本部）とフランチャイジー（加盟店あるいは加盟者）はそれぞれ互いに権
利と義務を持っている。まず、権利については、第一に、加盟店は本部
の商標、サービスマーク、チェーン名称を使用すること。第二に、本部
が自分で開発し、成功したた商品やサービスや事業、情報など経営上の
ノウハウを利用すること。第三に、本部は加盟店が事業を成功できるよ
うに、継続的な指導・支援を行うため、加盟店は本部による指導と支援
を受けること。以上のような権利を受けるに対して、加盟店はその対価
として加盟金やロイヤルティ等のフランチャイズ・フィーを本部に支払
うとともに、必要な事業資金は自ら投入すべきである
(13）
。この定義に係る
単語については（13）を参考してほしい。
　フランチャイズ方式には様々な分類があるが、ここで一般的となって
いる「製品・商標型フランチャイズ」、「ビジネス・フォーマット型フラ
図 2 － 1 ：フランチャイザーとフランチャイジーの関係
出所：内川（2005年、25頁）
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ンチャイズ」の 2 つに分けられる分類について検討をおこなう。
　「製品・商標型フランチャイズ」は商品商標提供型（あるいは商標ライ
センス型）フランチャイズとも呼ばれる。これは、本部事業者が加盟者
に製品や原材料等を供給するとともに、それらの商標や標章を使用する
ことを許諾する関係をいう。このタイプは自動車のディラー、ガソリン
スタンド、ソフトドリンク製造・販売等の業界ではよく導入される。こ
れは1930年代に「フランチャイズ」の原型となり、伝統的なフランチャ
イズとも呼ばれている。自動車のゼネラル・モーターズ（GM）等が典
型的な例である
（14）
。
　「ビジネス・フォーマット型フランチャイズ」は、本部事業者が加盟
者に対して、商品や商標だけでなく、本部事業者が開発した特定のビジ
ネスの方法を伝授する関係をいう。つまり、本部は商品そのもののみな
らず、チェーンの看板、施設・店舗デザイン、商品・メニュー・サービ
ス、経営ノウハウ等をワンパッケージにして提供するに対して、何らか
の対価を受け取る。このタイプは1950年代に入った時、メーカーだけで
はなく、ホテル、レストラン業界等でも導入されていた。現在、ケンタッ
キー・フライドチキン（KFC）、マクドナルド、ファミリーマート等がこ
れを活用している
（14）
。
　フランチャイズ 方 式 が 生 まれたアメリカではこの 2 タイプがフラン
チャイズであると設定されている。ただし、日本において、「ビジネス・
フォーマット型フランチャイズ」だけがフランチャイズであると認めら
れている。その理由は日本において「製品・商標型フランチャイズ」は
系列販売として理解されるからである。また、日本のフランチャイズは、
製品・商標型フランチャイズを除外して捉えているからでもある
（15）
。
　日本のフランチャイズ方式は小売業、外食、サービス業という 3 業種
に分類される。まず、小売業には食料品、衣料品、家庭用品等を扱う専
門 的 ビジネスや、コンビニエンスストア、総 合 スーパーマーケット、
ディスカウント・ストア、宅配販売等が属している。次に、外食（別名
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フード・サービス 業）にはファスト・フード、ファミリー・レストラン、
居酒屋、パブ、ビールホール、喫茶店等が含まれている。最後に、サー
ビス業では、クリーン・サービス、ホテル、リース、レンタル、学習塾、
スポーツ・クラブ等があげられる
（16）
。
（ 2 ）フランチャイズ方式の生成及び発展
　現在のフランチャイズ方式の原型は19世紀年代に出現した。農機具
メーカーの「マコーミック」やミシンメーカーである「シンガー」はア
メリカ全国における自社製品の販売網を拡大するために、代理店の網を
構築してきた。これにより、この 2 社はフランチャイズ方式を導入した。
特にシンガーは製品の販売のライセンスを与えるのに対して、代理店は
ライセンスフィーという金額を支払うと同時に、消費者にも製品につい
ての使用方法を説明する役割を担っている
（17）
。
　それ以来、フランチャイズ方式は同国で徐々に導入されるようにな
り、20世紀に入ると、自動車メーカーのフォード社はディーラー制（特
約店制
（18）
）を構築した。また、自動車が普及しつつあり、ガソリンスタン
ドが続々設立されてきた。その中、ガソリンスタンドのフランチャイズ
展開も出現した。それをきっかけに、ドラッグストア、ビール、アイス
クリーム等様々な業界に広がってきた
（19）
。これは「製品・商標型フラン
チャイズ」と呼ばれ、メーカーの展開が主流である。
　なお、第 2 次世界大戦後、フランチャイズ方式が急激に発展してきた。
1950年代になると、メーカーに限らず、レストラン、ホテル等の業界で
も、原型と違ったフランチャイズ展開が行われ、新型の「ビジネス・
フォーマット型フランチャイズ」が生まれてきた。この形態のパイオニ
アとしてはソフトドリンクの 大 手 企 業 であるコカコーラーとされてい
る。同社は製品をアメリカの各地域まで配送するのに相当なコストがか
かる問題を解決するため、ローカルで工場を設立し、生産、瓶詰め等の
作業をそこで完成し、販売するという形態を始めた
（19）
。
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　しかし、この「ビジネス・フォーマット型フランチャイズ」を発展さ
せたのはマクドナルドコーポレーションの創業者のレー・クロックであ
る。この人は1954年にミルクシェイクミックスの販売者としてカリフォ
ルニアにあるマクドナルド兄弟のハンバーガーのお店を見学したことを
きっかけに、その後マクドナルドと契約を締結し、フランチャイズの展
開を始めた。そして、1961年にマクドナルドを買収し、現在にかけて
118ヶ国においてフランチャイズ展開を拡大した
（19）
。
　1960年代以降、フランチャイズ方式はアメリカに限らず、イギリス、
フランス等ヨーロッパにも広がってきた。これらの国では他国企業を中
心にファスト・フード、ホテル、レストラン業界等においてフランチャ
イズを展開し、徐々に全世界に拡大していった
（20）
。現在アメリカ、ヨー
ロッパの他、アジアの各国・地域へもフランチャイズ方式が入ってきて
おり、発展を遂げてきた。近年の世界にフランチャイズチェーンの数が
最も多い国のランキングは表 2 － 1 で示している
（21）
。この表を見ると、10
カ国の中、アジア 4 カ国、南北アメリカ 3 カ国、ヨーロッパ 3 カ国であ
る。また、チェーン数でみると、第一位に占めているのはアジアの中国
であるが、店舗数でみるとアメリカが圧倒的多いのである。
表 2 － 1 ：世界のフランチャイズチェーン数の最も多い10カ国
国名 フランチャイズチェーン数 フランチャイズ店舗数
中国 2,100 120,000
アメリカ 1,500 767,483
日本 1,088 225,957
ブラジル（2005年） 971 61,458
フランス 929 69,339
ドイツ 880 45,200
カナダ 850 80,000
フィリピン（2003年） 850 68,000
インド 850 48,000
イタリア 735 54,893
EFFによって実施されたWFCのフランチャイズ調査（2006年10月）
出所：グエン・カイン・チュン（発展＆統合雑誌2012年、40頁）
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　アメリカ商工会議所によると、同国では12分ごとに、フランチャイズ
の 1 チェーンが新しく設立される。また、この方式で展開される企業の
約90％が10年後経営を維持できるのに対して、独立的に経営する企業の
82％が閉業となった。そして、一年目に失敗となった統計から見ると、
フランチャイズ店は 5 ％に過ぎないが、独立店は38％にも及んでいる
（22）
。
つまり、独立店はフランチャイズ店とはリスクが高いといえる。
　さらに、全世界を見ると、営業日の 8 分ごとに新しいフランチャイズ
が生まれており
（23）
、世界中に広がっていく傾向がある。このように、フラ
ンチャイズの発展が進んでいるといえる。
　今日、フランチャイズ方式は様々な業界に展開されており、経営分野
別における展開は国によって違うが、全世界の規模を分析すると、例え
ば、2010年度の全世界のフランチャイズ展開の可能性をみる（表 2 － 2
参照）。
表 2 － 2 ：2010年度の経営分野別におけるフランチャイズ方式の発展の可能性
経営分野 新設店舗数
労働者
（千人）
売上高
（10億米ドル） （10億円）
オートモーティブ 38,340 182 36.4 4,461.9
商業住宅サービス 57,007 230 38.2 4,682.6
ファストフード店 192,827 3,343 203.6 24,957.3
レストラン 48,609 1,066 64.0 7,845.1
食品小売業 70,722 853 67.5 8,274.2
客舎 31,287 627 62.7 7,685.8
不動産 41,630 160 22.8 2,794.8
製品小売業及び
サービス
88,312 577 50.5 6,190.3
経営サービス 231,669 1,420 189.6 23,241.2
個人サービス 100,151 1,101 132.8 16,278.6
合計 901,093 9,558 868.3 106,436.2
両替レート： 1 ドル＝122.58円（2015年11月14日）
出所：グエン・カイン・チュン（発展＆統合雑誌、2012年、41頁）
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　この表では、出店が最も多いのは経営サービスが 1 位、ファストフー
ド店が 2 位、個人サービスが 3 位である。しかし、売上高をみると、ファ
ストフード店が圧倒的に多く、チャンピオンである。このように、フラ
ンチャイズ方式はファストフード業界で活発的に導入され、効率性が高
いといえる。
（ 3 ）フランチャイズ方式の特徴
　フランチャイズ方式は様々なメリットがあることで多くの業界で採用
されている。ただし、この方式はデメリットもあるとみられる。以下の
ようにあげられる。
　まず、フランチャイズ方式を採用すると、投資が少ない本部であって
も、事業の規模を早急に拡大できるに加え、そして事業の運営は直接係
らず、加盟店に任せることが一つ目の特徴である
（24）
。そして、加盟店が多
くなればなるほど、本部の規模が大きくなる。そのため、商品の仕入れ
が大量で行われるようになるに従い、仕入れた商品のコストが安くなる
ことが二つ目の特徴であるといえる。またテレビ・コマーシャルといっ
た広告等の宣伝費も安くなる。さらに、この方式では多くの店舗が地理
的に近くの地域で設立されることが一般的であるため、商品の配送料が
安くなる傾向にある
（25）
ことも特徴としてあげられる。
　なお、以上の特徴に加え、フランチャイズ方式は本部や加盟者の立場
からすると、様々なメリット及びデメリットがある。
　本部からすれば、このようなメリットがあげられる。まず同節の 3 －
1 の特徴で述べたように、本部は資金を投資しないが、多店舗を展開で
きる。そのため、資本が少ない企業でも、多額の資金を有しない場合で
も急速に店舗を展開できる。また出店に関する費用がほとんど加盟者の
負担となり、短期間で大きな店舗網を構築できる点は大きなメリットで
ある
（26）
。次に、フランチャイズ契約で、店舗が一定のロイヤルティを支払
うため、売上を上昇するように営業に取り組んでいる。それと共に、全
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店舗での販売競争が高まってきている
（26）
。それに、多くの加盟店希望者は
その地域で活動してきているから、店舗と顧客の信頼関係が構築されや
すくなる。その結果、本部とのフランチャイズ事業が受け入れやすくな
る
（26）
。その上、店舗網が大きくなると、同じ地域で同じ店舗が出店される
ようになるため、消費者からすると、ブランドに対する認知も高まって
くるし、店舗に対する信頼性も高くなる
（26）
。
　その一方、デメリットは様々である。まず、フランチャイズの事業は
加盟者が本部の意思に従うことになるが、両方は独立な事業体であるた
め、加盟者が本部に抵抗することである
（27）
。次に、加盟者が加盟金及びロ
イヤルティを支払うことに対して、本部は競争のあるノウハウやシステ
ムを提供することになる。そこで、本部がノウハウやシステムを改善す
る必要が続々出てくるため、資金や人材を投入することになる。その上、
フランチャイズシステムでは、イメージやブランドが統一したことで、
一部の加盟者が問題となれば、チェーン全体のイメージが影響されるよ
うになる
（27）
。
　加盟者からすれば、まず、メリットは次のようである。第 1 に、フラ
ンチャイズ方式では本部が開発したノウハウやシステムを利用できるた
め、加盟者は資金や時間を節約できるようになり、そして事業で失敗す
る可能性を低下することもできる
（28）
。第 2 に、経験が全くない加盟希望者
でも事業運営に関しては、本部による教育訓練を受け、または継続的に
指導も受けられることになる。第 3 に、本部のチェーン名が消費者に対
して既に認知されたことから、開店した時は早いスピードで受入やすく
なる。さらに、良いイメージであるなら、消費者との信頼関係を構築し
やすい。第 4 に、商品開発、品揃えの決定、仕入先の開拓といった活動
は全て本部が行うことになるため、加盟者は自らの店舗の営業だけに集
中、顧客を満足させることができる。第 5 に、商品、資材、設備等の仕
入れは本部が一括して大量で購入するため、値段が安くなる。そこで、
店舗の商品単価も安くなり、市場では競争力が高まってくる
（28）
。
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　なお、デメリットには、このようにあげられる。第 1 に、フランチャ
イズシステムは標準化されたものであるから、全チェーンの事業が統一
される
（29）
。このため、加盟者が自らの独自の品揃えや販売促進などを実施
するのが困難である。第 2 に、事業を始めるために、物件取得費、店舗
工事費、設備購入費、商品・原材料費といった投資をする他に、本部に
加盟金を支払う必要がある。その上、毎月ロイヤルティも支払うことか
ら、利益が減少するのである
（30）
。第 3 に、本部が様々なサポートをするこ
とがゆえに、自分が経営者ということを忘れ、努力することを怠りがち
になる場合がある
（29）
。第 4 に、フランチャイズ契約を解消した場合は、同
種の事業を実施できないため、加盟時に獲得したノウハウや顧客は生か
すことができなくなる
（30）
。
第二節　日本のフランチャイズ方式の歴史
（ 1 ）日本における生成及び発展
　日本において1950年代にコカコーラーのボトリングの誕生で、フラン
チャイズという言葉が最初に使われたが、当時普及しなかった。その後、
ダスキンや不二家がフランチャイズの店を導入したことをきっかけに、
フランチャイズ方式は本格的に出現したとされている
（31）
。
　ダスキンは 掃 除 ツールのレンタル、プロクリーンケアと 共 に、ミス
タードーナツをはじめとしたフードサービス等の事業を「フランチャイ
ズ方式」によって展開している
（32）
。そして、不二家は洋菓子のパイオニア
として日本において着実な地位を果たしてきた。同社は100年以上の長
い歴史を持ち、お菓子、ドリンク、ケーキ・洋菓子等を扱っている
（33）
。
　日本では第 2 次資本自由化の後1970年代に入ると、ミスタードーナ
ツ、ウィンビー、ケンタッキーフライドチキン、マクドナルド等外資系
のチェーン展開が次々と行われてきており、フランチャイズが発展を遂
げてきた。最 初 にケンタッキーフライドチキン、それ 以 来、モスバー
ガー、ドートルコーヒー、ロッテリア、サンルートホテル等外資各企業
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はフランチャイズの店舗網を拡大してきた
（34）
。
　日本フランチャイズチェーン協会（以下JFA）の統計調査（表 2 － 3 ）に
よると、1983年における活用中のチェーン数は512チェーンであったが、
31年後の2013年には2.5倍強の1,304チェーンとなった。また、2008年や
2009年を除き、毎年チェーン数が増加しつつある。また、店舗数は31年
で3.7倍にも拡大してきた。総売上高でみると、6.5倍強となり、大きな
規模へ発展してきている。
　その上、国内総生産（以下GDP）でみると、フランチャイズ業界のGDP
に占める割合は1983年に1.2%から2013年に4.9％に及んだ。これは日本
においてフランチャイズ方式は順調な成長をしていると考えられる。
表 2 － 3  ：年次別のチェーン数・店舗数・総売上高及び名目GDP（1983年度
‐ 2013年度）
年次
チェーン
数
成長率
（％）
店舗数
成長率
（％）
総売上高
（百万円 ）
成長率
（％）
名目GDP
（百万円 ）
GDPに占
める割合
1983 512 67,578 3,443,539 289,314,590 1.2
1984 588 14.8 86,908 28.6 3,985,910 15.8 307,498,710 1.3
1985 596 1.4 89,267 2.7 4,515,362 13.3 330,260,580 1.4
1986 617 3.5 99,579 11.6 5,160,834 14.3 345,644,500 1.5
1987 626 1.5 104,488 4.9 5,939,078 15.1 359,458,420 1.6
1988 626 0.0 113,267 8.4 6,357,701 7.0 386,427,790 1.6
1989 666 6.4 118,650 4.8 8,013,949 26.1 416,245,860 1.9
1990 680 2.1 123,365 4.0 8,857,254 10.5 449,392,300 1.9
1991 688 1.2 127,821 3.6 10,158,676 14.7 476,430,980 2.1
1992 703 2.2 131,506 2.9 10,936,852 7.7 487,961,510 2.2
1993 714 1.7 139,788 6.3 11,421,647 4.4 490,934,250 2.3
1994 734 2.8 146,045 4.5 12,254,036 7.3 495,743,500 2.5
1995 755 2.9 158,233 8.3 13,058,716 6.6 501,706,900 2.6
1996 803 6.4 177,196 12.0 14,181,817 8.6 511,934,800 2.8
1997 890 10.8 189,556 7.0 15,175,989 7.0 523,198,300 2.9
1998 923 3.7 192,450 1.5 16,190,025 6.7 512,438,600 3.2
1999 968 4.9 195,335 1.5 16,585,846 2.4 504,903,100 3.3
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2000 1,048 8.3 205,609 5.3 16,871,437 1.7 509,860,000 3.3
2001 1,049 0.1 209,980 2.1 16,996,271 0.7 505,543,300 3.4
2002 1,063 1.3 215,710 2.7 17,368,873 2.2 499,147,000 3.5
2003 1,074 1.0 220,710 2.3 17,868,851 2.9 498,854,700 3.6
2004 1,088 1.3 225,957 2.4 18,722,286 4.8 503,725,400 3.7
2005 1,146 5.3 234,489 3.8 19,388,888 3.6 503,903,000 3.8
2006 1,194 4.2 235,440 0.4 19,603,579 1.1 506,687,000 3.9
2007 1,246 4.4 235,686 0.1 20,303,777 3.6 512,975,200 3.9
2008 1,231 -1.2 230,822 -2.1 20,808,749 2.5 501,209,300 4.1
2009 1,206 -2.0 231,666 0.4 20,803,124 -0.03 471,138,600 4.4
2010 1,233 2.2 234,146 1.1 21,381,415 2.8 482,676,900 4.4
2011 1,260 2.2 238,838 2.0 21,616,660 1.1 471,578,700 4.6
2012 1,286 2.1 245,263 2.7 22,228,691 2.8 475,331,600 4.7
2013 1,304 1.4 252,514 2.9 23,477,314 5.6 480,130,500 4.9
出所：JFA フランチャイズ・チェーン統計調査 （1983 年度-2013 年度）により作成
SNA（国民経済計算マニュアル）に基づいたデータ
（35）
　なお、業種別（表 2 － 4 ）をみると、2013年の外食業におけるフラン
チャイズチェーン数がもっとも多いが、店舗数や売上高を見ると小売業
の規模が最も大きいことから、同国の小売業は全業界のフランチャイズ
展開において大きな役割を果たしているとみられる。
表 2 － 4 ：年次別業別のチェーン数・店舗数・売上高（1983年度 ‐ 2013年度）
年次
チェーン数 店舗数 売上高（百万円 ）
小売業 外食業 サービス業 小売業 外食業 サービス業 小売業 外食業 サービス業
1983 172 266 74 26,653 31,307 9,558 1,813,617 1,156,140 473,782
1984 188 281 119 26,959 33,154 26,795 1,869,593 1,500,644 615,673
1985 195 267 134 27,595 35,484 26,188 2,327,010 1,677,460 510,892
1986 199 291 127 29,421 35,452 34,706 2,879,582 1,791,460 489,79
1987 202 294 130 29,330 36,111 39,047 2,903,973 2,441,765 593,340
1988 203 288 135 28,945 36,510 47,812 3,534,834 2,121,519 701,348
1989 235 292 139 35,346 36,621 46,683 4,704,391 2,408,991 900,567
1990 239 302 139 37,961 37,486 47,918 5,414,632 2,450,275 992,347
1991 237 305 146 41,424 37,109 49,288 6,269,941 2,672,188 1,216,547
1992 258 297 148 45,613 36,789 49,104 7,039,794 2,617,850 1,279,208
1993 257 299 158 47,864 38,342 53,582 7,412,898 2,712,999 1,295,750
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1994 263 316 155 49,660 38,071 58,314 8,089,770 2,810,669 1,353,597
1995 271 325 159 55,371 38,994 63,858 8,694,161 2,915,451 1,449,104
1996 301 333 169 61,683 41,582 73,931 9,448,043 3,124,300 1,609,474
1997 318 371 201 64,057 45,239 80,260 10,109,276 3,350,791 1,715,922
1998 335 368 220 67,503 45,039 79,908 10,943,277 3,382,146 1,864,602
1999 301 359 308 70,061 43,886 81,388 10,216,146 3,254,620 3,115,080
2000 326 381 341 71,786 46,012 87,811 11,132,191 3,245,870 2,493,376
2001 319 397 333 74,926 48,676 86,378 11,214,280 3,622,077 2,159,914
2002 338 417 308 77,202 51,219 87,289 11,643,546 3,606,734 2,118,593
2003 341 427 306 79,498 53,322 87,890 11,912,126 3,736,077 2,220,647
2004 328 442 318 81,780 55,000 89,177 12,476,410 3,841,455 2,404,421
2005 344 467 335 85,035 56,865 92,589 12,759,187 4,060,821 2,568,880
2006 346 497 351 85,582 56,188 93,670 12,967,526 4,075,068 2,560,985
2007 340 540 366 85,333 55,465 94,888 13,607,958 4,036,484 2,659,335
2008 333 533 365 88,374 54,316 88,132 14,445,564 3,939,402 2,423,783
2009 330 512 364 89,680 54,426 87,560 14,467,466 3,932,675 2,402,983
2010 333 518 382 90,632 54,757 88,757 15,028,012 3,887,024 2,466,379
2011 332 529 399 93,572 54,798 90,468 15,306,017 3,771,580 2,539,063
2012 340 538 408 97,133 56,773 91,357 15,705,058 3,910,196 2,613,437
2013 345 550 409 101,660 57,683 93,171 16,454,616 4,032,968 2,989,730
出所：JFA フランチャイズ・チェーン統計調査 （1983 年度-2013 年度）により作成
（ 2 ）小売業におけるフランチャイズ方式の発展
　1972年に、日本の小売業において日本発のDIY店「ドイト」が最初の
フランチャイズ展開を行った。その以後、イトーヨーカ堂が「セブンイ
レブン」、ダイエーが「ローソン」、西友ストアが「ファミリーマート」
を展開する等、コンビニを初め小売業における展開が続々行われてき
た
（34）
。
　表 2 － 5 をみると、チェーン数では、全業界において小売業の占める
割合は少ないが、店舗数、とりわけ売上高は圧倒的に規模が大きい。ま
た、小売業の中で、チェーン数から見ると、コンビニは7.5％しか占め
ていないが、小売業界の店舗数の大半はコンビニである。さらに、売上
高の58％強に至っていることから、大きな役割を果たしている（表 2 －
5 参照）。つまり、日本におけるフランチャイズ展開では、小売業が一番、
また、小売業において、コンビニの展開は最も成長してきたといえる。
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表 2 － 5 ： フランチャイズ業界にける小売業及びコンビニのチェーン数・店舗数・
売上高（2013年度）
チェーン数 店舗数
売上高
（百万円 ）
全業界 1,304 全業界 252,514 全業界 23,477,314
小売業 345 小売業 101,660 小売業 16,454,616
割合（％） 26.5 割合（％） 40.3 割合（％） 70.1
コンビニ 26 コンビニ 52,902 コンビニ 9,613,971
小売業に占める
割合（％）
7.5
小売業に占める
割合（％）
52.0
小売業に占める
割合（％）
58.4
出所：JFA フランチャイズ・チェーン統計調査（2013 年度）により作成
第三節　国際フランチャイズの展開
（ 1 ）概要及び展開方法
　企業が段々大きくなってくると、国内だけではなく、海外へも展開を
進める傾向にある。これをフランチャイズ方式で行われると「国際フラ
ンチャイズ展開」という。この国際フランチャイズ展開では、企業（本部）
が海外の企業または事業者（加盟者）との間で、商標や商品・ノウハウ
を供与する代わりに対価を受け取る「契約」を結び、その契約によって
国境を越えて事業を拡大させていくのである
（36）
。
　国際フランチャイズ展開では次の二つの契約があげられる。「ダイレ
クト・フランチャイズ契約」は、本部は現地の加盟店（いわゆるダイレク
ト・フランチャイジー）と直接契約を結ぶものである。「マスター・フラン
チャイズ契約」は、本部は現地の加盟店（いわゆるマスター・フランチャイ
ジー）と契約を結び、マスター・フランチャイジー権、つまり特定の国
または特定地域・地区でフランチャイズ事業を行う権利を与えるもので
ある。こうして、マスター・フランチャイジーが海外現地の本部（つま
りサブフランチャイザーとも呼ばれる）となり、現地で加盟店を募集するこ
とになる。この「マスター・フランチャイズ」は「エリア・フランチャ
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イズ」という別名で呼ばれている
（37）
。国際フランチャイズ展開では二つ目
の「マスター・フランチャイズ契約」が多くある。
　日本企業の国際フランチャイズ展開ではマスター・フランチャイズ契
約はほとんどである
（38）
。展開方法を詳細に分類すれば、次の 3 つの方法が
あげられる。一番目、本部は出資せず現地の企業に事業及び運営上の管
理は全て現地企業に任せる形態である。これはストレート・フランチャ
イズと言う。二番目、本部は現地の企業とマスター・フランャイズ契約
を結び、現地で合弁会社を設立する。これを合弁型という。この契約で
は、本部は一部出資し、現地での運営・管理にも現地企業と共に参加す
ることになる。このため、本部は責任者を派遣することが多い。この形
態は特にフランチャイズ経験が不足である現地の企業にとっては、極め
て役に立つと考えられる。三番目、本部が100％出資し、現地で子会社
を設立する形態である。つまり、この子会社は現地におけるマスター・
フランチャイザーとなる
（38）
。
　また、日本の本部からマスター・フランチャイジー権を受け取った現
地の企業や子会社が直営またはフランチャイズといった 2 つの方式に
よって現地で加盟店を募集し、店舗展開を行う。マスター・フランチャ
イザーと加盟店との関係はサブ・フランチャイズ契約により結ばれてい
る
（38）
。
　近年、マスター・フランチャイジー権を受けた第三国の企業と合弁会
社を設立し、フランチャイズ展開を実施するケースも見えてきた
（38）
。
（ 2 ）展開の歴史
　最初の国際フランチャイズ展開を行った典型的な企業にはアメリカの
ヒルトンやマクドナルドがある。国際フランチャイズ協会の調査による
と、1969年におけるアメリカの企業の14％が国際化をしていたが、進出
先のほとんどは隣国のカナダであった。それ以後、アジア、欧州へも進
出し発展していった
（39）
。
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2015年度国際フランチャイジー TOP100を見ると、アメリカのチェーン
が80で、もっとも多く、日本の 1 チェーンがこのランキングに入ってい
る
（40）
。アメリカは過去から現在にかけて継続的にトップの位置を占めてい
ることがわかった。2009年10月のアメリカのフランチャイズ協会（国際
フランチャイズ協会）のホームページ上では、「推定で800以上のチェーン
が国際化しており、毎年100チェーンが新たに国際化を開始していく」
という記事があった
（41）
。
　アメリカの次、フランスの国際フランチャイズ展開も成長を遂げてき
た。上記のランキングでは、残りの20チェーンの内、同国のチェーン数
が 6 チェーンである。また、ヨーロッパのフランチャイズ展開において
は、同国のフランチャイズ展開が急激な発展を遂げてきており、ここ10
年でチェーン数が倍増した。しかも、同国のフランチャイズ本部の 3 分
の 1 近くは既に海外に進出している
（42）
。
　なお、国際フランチャイズ展開において、アジアの代表となったのは
日本である。上記のランキングに出たアジアの唯一のチェーンは日本の
「公文」である。日本の国際フランチャイズ展開はアジアで急激な成長
を遂げてきた。進出先は約 8 割がアジアで、それ以外アメリカがほとん
どである
（43）
。
　近年、アセアンで生まれたチェーンも国際フランチャイズ展開を行っ
ている。 例 えば、 フィリピン 発 のファストフード 店「ジョリビー
（Jollybee）」がアメリカ、香港、ブルネイ、ベトナム等に約50店舗を有
している。また、マレーシアの「デイリーフレッシュ（Daily Fresh）」は
国内の350店舗に対して国外に850店舗を持っている
（44）
。
　以上のような状況、フランチャイズ方式は世界中に広がってきた。
　最初に海外展開を行った日本の企業は外食企業であった。1974年に、
北国商事（現在ホッコク）はアメリカで「どさん子ラーメン」を出店した
ことをきっかけに、同国の海外展開が始まった。しかし、当時の関係で
は、現地の店舗が同社の看板を借りて、ノウハウ指導を受けただけで、
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食材は別のもので、結局正式な契約を結ぶことができなかった。ところ
が、同年、同社は日本で北国商事に材料を供給していた日清製粉とアメ
リカ三菱商事と現地法人となる合弁会社を設立し、同社の国際フラン
チャイズ展開が正式的に始まった
（45）
。それ以来、日本企業は続々海外へ展
開を続けており、拡大してきた。
　特に、日本では近年少子高齢化が進んでおり、人口が減少してきてい
る。その結果、国内市場が縮小する傾向にあり、国内市場の開拓が徐々
にむずかしくなっている。そのため、日本のフランチャイズ本部は海外
市場に目を向けている。その中、アジア諸国は経済が発展しつつあるか
ら、魅力的な市場であると考えられている。
　現在日本の国際フランチャイズ展開では「公文」がトップで、最も活
発である。公文は教室として知られており、上記の2015年度国際フラン
チャイジー TOP100にも日本をはじめ、アジア全体における唯一の代表
者としてはいっていた。世界の48カ国に約7,800教室を展開しており、
大きな規模に及んだ。また、生徒数は国内の147万人と比べ、海外の275
万人は圧倒的に超えている。つまり公文のフランチャイズ展開は海外で
大成功を遂げてきたと考えられる。この教室はストレート・フランチャ
イズ方式を中心に展開されている
（46）
。
　なお、2012年度、JFAが正会員及び準会員の112社に国際フランチャ
イズ展開についてアンケートをし、その中の96社からの回答が集まっ
た
（47）
。この結果では、48社が海外展開中であり、進出先や業種別の店舗数
は表 2 － 6 で示されている。この表をみると、アメリカとカナダ以外は、
全てアジア地域である。つまり、アジアはこのような企業にとっては、
重点な市場であると理解できる。また業別から見れば、コンビニの店舗
数が最も多いことから、国際展開が活性化している。
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表 2 － 6 ：展開先国（地域）及び業種別店舗数
国・地域名 企業数
業種
店舗数
構成比
（％）
前回比
増減CVS 小売業 外食業 サービス業
韓国 14 9,170 2 117 97 9,386 34.8 965
米国 16 6,994 9 154 3 7,160 26.5 6,957
台湾 22 2,820 7 417 59 3,303 12.2 171
中国 27 1,572 20 1,008 15 2,615 9.7 656
フィリピン 8 329 0 1,943 1 2,273 8.4 44
タイ 16 724 4 511 0 1,239 4.6 167
カナダ 4 477 0 11 0 488 1.8 482
香港 15 0 1 153 2 156 0.6 16
シンガポール 11 0 3 118 0 121 0.4 17
インドネシア 9 50 0 64 23 137 0.5 85
その他 12 28 15 46 1 90 0.3 5
合計 22,164 61 4,542 201 26,968 100.0 9,565
（注） その他にベトナム、オーストラリア、ドイツ、インド、フランス、マレーシア、ロシ
ア、ボーランド、エルサルバドル、ブルネイ等を含む。
出所：一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会
（47）
　日本の小売企業の国際展開については百貨店、スーパー、コンビニな
どを検討を見ていきたい。まず、百貨店の海外進出は高島のアメリカの
ニューヨーク進出で1958年から始まった。その後、東急、西武がアメリ
カにも進出した。1970年代まで、進出先はほとんど欧米であった。ただ
し、当時百貨店の進出は海外旅行に行った日本人観光客をターゲットす
る目的にあった。アジアでは早くから大丸が香港（1960年）やバンコク
（1964年）に進出し、着実な地位を果たした。ところがこの地域が注目
されるようになったのは1985年 代 からである。しかし、1990年 代 から
徐々に撤退してきており、さらに2000年以降、海外における百貨店の姿
をほとんど消していた
（48）
。
　次に、スーパーの海外進出は百貨店と比べ15年ほど遅れた。1970年代
前半、ヤオハンはブラジルやシンガポールに進出し、スーパーの海外進
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出を始めた。1980年代後半以降に急速に課題してきており、進出先はほ
とんどアジア地域であった。この中、最も多いのは台湾であるが、今そ
の多くは撤退している。その次、中国は二番目に多い国であった。その
多くはヤオハンによる出店であったが、1997年に日本のヤオハン・ジャ
パンが撤退したため、この事業も清算された。そして、1980年代後半か
ら、大規模のGMSやSC形態での出店が拡大してきた。この形態の出店
が多い国は香港やマレーシアであった
（49）
。
　そして、日系コンビニの国際展開に関しては第三章第二節の（ 2 ）を
参考して欲しい。
　なお、アセアン諸国における日系小売企業の進出は早くから始まっ
た。1964年に、大丸がバンコクに出店し、そして、1980年代に入ると、
伊藤忠、東急、そごう等の百貨店、ジャスコ、ヤオハンといったスーパー
も参入した。また、1990年代に、西友も入った。ただし、1990年代から
ほとんどの企業が撤退してしまった。現在事業を残している企業は伊藤
忠、イオン、ファミリーマート等である
（50）
。
第三章　コンビニの展開の現状
第一節　日本におけるコンビニの展開の現状
（ 1 ）コンビニ業界の生成及び発展
　コンビニはコンビニエンスストアの 略 称 である。 これは 英 語 で
「convenience」で、「便利」という意味がある。コンビニについては様々
に定義されているが、通商産業省の商業統計では、売場面積50m2から
500m2未満のセルフ店で、営業時間12時間以上かつ閉店時刻21時以降の
小売店をコンビニエンス・ストアとして定義されている
（51）
。この定義で
は、営業時間が12時間以上とされているが、それは当初のことであり、
今日のコンビニはほとんど24時間の営業となってきた。
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　コンビニはアメリカで生まれたといわれる。1927年にアメリカのサウ
スランド・アイス社は同国のテキサス州のオーククリフという町で元々
氷小売販売店に卵や牛乳やパン等日用雑貨や食品も品揃えした。その理
由は時代やお客様のニーズの変化に対応していくことにあった。それ
で、現在のコンビニの原型となる「コンビニエンスストア（＝便利なお
店）」が生まれた。毎日朝 7 時から夜11時まで営業するとされるから、
「セブン・イレブン」という名で付けされた
（52）
。
　その以降、ローソン氏によって同国のオハイオ州における設立された
ローソンミルクでも日用品などの生活必需品も販売するようになり、コ
ンビニへと変化した。そして、1959年に入ると、ローソンミルク社はア
メリカの食品業界における大手のコンソリデーテッド・フーズ社の傘下
となった。そこで、オハイオ州を中心に店舗展開を拡大してきた。つま
り、同社のコンビニの運営システムは徐々に確立していった
（53）
。
　1960年代以降、フランチャイズ方式により展開するため、コンビニの
展開は急激に広がってきた。最初にコンビニ展開にフランチャイズ方式
を導入したのはスピーディ・マート社であったが、同社は1964年にサウ
スランド 社 によって 買 収 された。そこで、サウスランド 社 はスピー
ディ・マート社から取得したノウハウを継承し、改善した。同社は1968
年にミシガン州サギノウのガーブコ社に最初のエリア・ライセンス（エ
リア・フランチャイズ）を与えて以来、1978に入ると、20州で279店、また、
1985年に24州で574店が、エリア・ライセンスによって展開を行ってき
た
（54）
。
　上記のコンビニ 2 社ともアメリカで順調に発展できなかった。サウス
ランド・アイス社は1991年に倒産し、日本のイトヨーカー堂によって買
収され、現在「セブン・イレブン・インク（以下SEI」）という名前に改
称した。それで、エリアライセンスを受けていた日本の会社はセブンイ
レブンの本部となり、「セブンイレブンジャパン（以下SEJ）」という名前
へ改称した。その上、2005年にはSEIは完全にSEJの100％子会社となっ
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た。そこで、アメリカにおける店舗網の展開はほとんどSEIによって運
営されることになる。そして、セブンイレブンの海外における進出につ
いても、SEIは現地の企業とライセンス契約を締結し、展開する形態は
一般的である。また、もうひとつコンビニの会社、ローソンもアメリカ
においても失敗した。つまり、コンビニはアメリカで生まれたのに対し
て、本格的に発展を遂げたのは日本においてである
（55）
。
　日本でコンビニが本格的に展開されたのは1974年のことである。イト
ヨーカー堂が1973年にサウスランド・アイス社とライセンス契約を結
び、ヨークセブン（現在SEJ）を設立した。翌年、セブンイレブン第 1 号
店がフランチャイズ方式により東京で展開された。つまり、これはコン
ビニのフランチャイズのスタートでもある。また、1973年に西友ストア
が日本発祥のコンビニとして埼玉県で「ファミリーマート」の実験第 1
号店を展開した。それに続き、1978年に同社はファミリマートのフラン
チャイズ展開を始めた
（56）
。そして、1975年には、ダイエー社はアメリカの
コンソリデーテッドフーズ社とコンサルティング契約を締結し、ダイ
エーローソンをダイエーの100％子会社として設立された。そこで、ロー
ソンは日本にも入ってきた。この 3 社は続々店舗網を拡大してきている
と同時に、他のコンビニチェーンも出現し、大きくなってきた。現在、
全国で合計20チェーン以上の約 5 万店以上が展開されており、国内市場
での競争が激化しているのである
（57）
。
　なお、2004年度から2013年度にかけて、売上高でも店舗数でも急激に
拡大してきた（図 3 － 1 ）。全業界の売上高は約 9 兆8789億円以上で、店
舗数は約53,355店という規模となった。その中、セブンイレブン、ロー
ソン、ファミリーマートをあわせて、売上高が 7 兆5893億円以上で、店
舗数が38,472店を有する。つまり、この 3 社は業界の約76％強を占めて
おり、大手 3 社とされている（2013年
（58）
）。
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　現在、日本のコンビニ一店当たりの人口は約2,300人となったことか
ら
（59）
、日本ではコンビニの普及を発達してきた。コンビニは日本人にとっ
て単なる小売店に留まらず、消費者の生活に欠かせない存在として位置
づけをしてきた。コンビニでは、買物の他、様々なサービスを受けるこ
とができる
（60）
。それで、コンビニは日本社会において重大な役割を果たし
ているのである。
　元々日本へ入ってきたコンビニの目的は当時拡大してきた百貨店、
スーパーマーケット等大型店に対する伝統的な中小小売店の問題を解決
することにあった。1970年代の初めまでには、米穀店や酒販店など中小
小売店は生産性が低いとされてきた。中小小売店の多くは後継者がいな
いこと、大型店の進出による立地と人の流れの変化、大型店でよく売れ
る商品が中小小売店の手に入りにくいこと、人を募集しても集まらない
こと、将来に対する不安など様々の問題に直面していたことで、百貨店、
図 3 － 1 ：全国コンビニ店舗数推移
出所：日経流通新聞コンビニエンスストア調査第35回
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スーパーなどとの競争のなかで、中小小売店の経営が不振に陥ってき
た
（61）
。
　このなか、コンビニの発展は中小小売店の経営を近代化するよう日本
の流通革命における新しい側面を担うことになった。そのため、コンビ
ニは既存中小小売店をフランチャイズ加盟店として組織化・近代化する
形で事業化してきた。これがゆえに、各社は当初からフランチャイズシ
ステムによる中小小売店の業態転換という独自の出店政策を展開しなく
てはいけなかった。そこで、コンビニのフランチャイズ展開は既存の酒
販店、米穀店、食料雑貨店等独立中小小売店をコンビニへ業界転換を行
い、拡大していった。つまり、コンビニは大型店と独立中小小売店の中
間帯に存在していたのである。実際に、イトーヨーカ堂が1974年に展開
した第 1 号店は元々酒販店であった
（61）
。
　既存商社をフランチャイズ方式によりコンビニへ業態転換したこと
で、コンビニ各社の展開は急激な発展を遂げてきた。コンビニのフラン
チャイズ店舗は次の 3 タイプに分けられている。一つ目、「Aタイプ」
では、加盟店自身の土地の使用である。二つ目、「Bタイプ」では、本
部が賃貸した物件を加盟者に転貸し、加盟店が内装投資を担う分担であ
る。三つ目、「Cタイプ」では、本部の物件を加盟者が受託運営すると
いうものである
（61）
。当時の店舗展開は業界転換が多かったことから、「A
タイプ」が主流であったが、今日、新規出店が多くなり、「Cタイプ」
が一般的となってきた
（61）
。
　なお、1980年後半以降、コンビニ業界の店舗展開が徐々に拡大して
いった。そのため、展開のペースを加速するため、各社がエリアフラン
チャイズ方式を導入した。例えば、ファミリーマートは中部、九州等で
地元企業と提携し、エリアフランチャイズ会社を設立し、現地で店舗展
開を任せている。1992年始め頃まで、エリアフランチャイズ会社による
店舗展開は13％に至った
（61）
。現実上、エリアフランチャイズ方式は後発
チェーンを中心に先行するチェーンに対抗し、早期に多店舗化を実現す
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るために採用したのである
（62）
。
（ 2 ）日本におけるセブンイレブンの展開の現状
　コンビニは現在のように日本社会には着実な存在となってきたのは日
本の独自なフォーマットがあるからと考えられる。アメリカでは失敗し
たのに対して、日本に入ってきて以来、コンビニ各社が長期的な努力を
通じて、日本のコンビニの特徴としてされるノウハウやオペレーション
システムが蓄積されてきた。
　まず、コンビニは「便 利 なお 店」としてよく 知 られているが、この
「便利さ（いわゆる利便性）」は市場によって異なってくる。例えば、ア
メリカのセブンイレブンは元々氷屋であったが、顧客のニーズに応じ
て、 7 時から23時まで営業し、牛乳や卵やパンを置いていた。また、そ
の後、車社会が発展してきており、道路沿いの店にはタバコ、ドリンク、
ドーナツ等を置いて、ドライバーをターゲットにした。そして、住宅地
の近くの店舗にはミルク、加工食品、ドリンク等を品揃え、利便性を提
供していた。この利便性は日本では24時間営業で、オリジナル食品や日
用品や雑誌などの品揃えを行い、また各種のサービスを提供するという
形で顧客のニーズに合わせて発展してきた
（63）
。今日、利便性はコンビニの
最大の武器であるとされている。
　コンビニは住宅地や職場等からすぐ近くにあり、年中無休でいつでも
買物できる場所である。しかも、小さな面積では、食品、飲料、日用雑
貨、雑誌、文房具、文庫等日用生活に必要な商品が約3,000アイテム前
後揃っている
（64）
。この中、主力商品は弁当、おにぎり、サンドイッチ、そ
ば、あげもの、おでん、中華まん等ファストフードであることから、近
年コンビニ各社は力を入れているのである。このファストフードの中、
あげもの、中華まん、おでんがカウンターフードと呼ばれ、「ついで買
い」を促進してくれる存在となった。その理由で、各社は非常に注目を
注 いでいる。例 えば、ローソンは「からあげクン」、ファミリーマート
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は「フライドチキン」が大ヒットとなった
（65）
。また、日本のコンビニの商
品構成をみると、ファストフード等の食料品、加工食品などを合わせ、
売上高の割合は全体の約60％以上に至った
（66）
。これは 1 人暮らしが多い日
本の社会から考えると理解できる。
　そして、コンビニは単なる買物できる小売店に留まらず、ATMやコ
ピー、ファクス機等を設定することで、様々なサービスを受けられる場
所、生活に必要なあらゆる処理の窓口等となってきた。ここでは、コ
ピー、ファクスはもちろん、公共料金及び税金の支払い、宅配のサービ
ス、郵便ポスト、収納代行などのサービス、またバス、航空券、チケッ
ト、宝くじ等の購入もできる。さらに、近年住民票取次など行政関連
サービスもできるようになり、コンビニは何でも提供できる場所となっ
た。さらに、近年コンビニでは、イートインスペースが設立され、コン
ビニで飲食できるようになった。このように、日本社会には欠かせない
存在となってきたのである
（67）
。
　このような便利なコンビニを支えているのは独自的な物流システムや
単品管理の機能を担っている情報管理のPOSシステムである。コンビニ
は小さな面積で約3,000アイテム前後の商品を扱っているため、品目ご
との在庫量は極めて限られている。それで、店舗の小ロットの発注が必
要となった。また、当初はそれぞれの提供者は個別に商品を配送してい
た仕組みであったため、店舗には 1 日に70台もの配送車が納品にきた
（68）
。
そのため、店舗作業の邪魔や、道路や駐車場の混雑をもたらすに加え、
流通費用も高い問題が挙げられた。このような理由で、セブンイレブン
は「共同配送センター」という独自な物流システムを成立した。この物
流システムでは、提供者の商品は全て物流センターに届けられて、それ
から店舗納品用に小分けされて、トラックに積み込まれ、各店舗へと配
送されるのである
（69）
。このシステムの設立は店舗の在庫問題への解決であ
る小ロットの発注も支えてきたのである。そして配送車は1974年におけ
る 1 日に70台から近年 9 台と減少した
（70）
。
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　現在、セブンイレブンの物流システムは表 3 － 1 で示されている。こ
の表で見ると、商品はカテゴリーに応じて定温、常温、 5 ℃、－20℃等
に分けて配送されている。こうして、雑貨、加工品、冷凍品以外、鮮度
が求められる野菜や弁当、おにぎり等チルド配送は 1 日に 3 回となり、
朝食、昼食、夕食それぞれ人の食事時間に合わせた仕組みとなってい
る
（71）
。そのため、コンビニの中食の鮮度が高く評価されている。
表 3 － 1 ：カテゴリー別・温度帯別共同配送一覧
配送方法 配送温度 納品頻度 商品、カテゴリー
1 米飯共同配送 20℃管理 3 回／日 弁当、おにぎり、焼きたてパン等
2 チルド共同配送 5 ℃管理 3 回／日 調理パン、サラダ、総菜、麺類、牛乳、
乳飲料等
3 フローズン共同
配送
－20℃管理 週 3 － 7 回 冷凍食品、アイスクリーム、ロックアイ
ス等
4 常温一括配送 常温管理 週 7 回 ソフトドリンク、カップ麺、酒類、雑貨
類等
5 トーハン配送 常温 週 6 回 雑誌、書籍
出所： セブン＆アイHLDGS、事業概要－投資家向けデーターブック（2013年度版、20頁）に
より作成
　次に、日本のコンビニでは単品管理がPOS（「Point of sales」）という情報
システムによって効率的に行われている。これは日本語では「販売時点
情報管理」と呼ばれる。POSは元々はどのような年代の男女が、いつ、
どこで、何を購入したのかというデータをリアルタイムで収集する役割
を担うが、コンビニではPOSで収集した情報を解析し、その日の天候、
気温、イベント等を見た上で、どんな商品がよく売れていることを理解
する。そこで、コンビニ店舗は気候、気温、イベント等に合わせる発注
をしておくことが一般的である。例えば、「例年の同時期より少し多め
に売れ筋商品を発注する」、「少し厚めに商品をそろえておく」などがあ
る
（72）
。また、このシステムは発注のみならず、納品、検品、廃棄処理、経
費処理等も支えており、近年、フランチャイズチェーンによって広く採
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用されつつある。
　実際に、日本のコンビニでは、年間を通して、全商品の約60～70％が
入れ替えられている。これは個店の差こそあるが、シーズンによって入
れ替えを行うこととなる
（73）
。これは販売データーで商品のライフサイクル
を判断した上で行うのが多くある。そのため、POSシステムは大切な役
割を果たしているのである
（73）
。
　さて、以上の利便性を持ち、日本のコンビニの出店はドミナント出店
戦略は主流となっている。これはエリア内に複数の店舗を集中的に展開
すること。こうして、顧客に対する認知度が高くなり、物流システムも
効率的に運営できるようになる。また、販売の促進も効果的に行われ、
競合を阻止できるというようなメリットがあるといわれる。この出店戦
略は日本のコンビニの特徴の一つとされる
（74）
。
　もうひとつ、コンビニの店舗運営では、S＆QC（サービス、クオリティ、
クリンネス）が 基 本 となっている。例 えば、ファミリーマートではサー
ビス（明るくスピーディでホスピタリティ溢れる温かい接客）、クオリティ（お
客様が欲しい商品を、欲しい時間帯に、欲しい数量品揃えされている売場）、クリ
ネス（すみずみまで行き届いた清掃及び衛生管理）が極めて重視されている
（75）
。
　以上のような特徴を持っており、コンビニは日本で大成功を発達して
きた。その上、海外にも進出を加速するのは現在の事実である。
　日 本 のコンビニ 業 界 において、セブンイレブン、ローソン、ファミ
リーマート 3 社の規模は全チェーンの約 7 割以上を占めており、最大手
3 社と知られている（表 3 － 2 参照）。このなか、セブンイレブンの規模
が最も大きく、業界のトップチェーンとして知られている。
表 3 － 2 ：2013年度大手 3 社の店舗数及び売上高
チェーン名
売上高
（百万円）
比率（%） 店舗数 比率（%）
セブンイレブン 3,781,267 38.3 16,319 30.6
ローソン 1,945,394 19.7 11,606 21.8
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ファミリーマート 1,862,728 18.9 10,547 19.8
計 7,589,389 76.9 38,472 72.2
全チェーン 9,878,915 100 53,355 100
出所：日経流通新聞コンビニエンスストア調査第35回により作成
　2009年 3 月に日経産業地域研究所が全国の20～69歳の消費者約1,000
人を対象にネット調査でコンビニの状況を尋ねた。この調査では、セブ
ンイレブン、ローソン、ファミリーマートを最も利用する理由について
調べていた。この結果は表 3 － 3 で表示されている。この結果では、ほ
とんどの評価ではセブンイレブンが圧倒的に高く評価されている。
表 3 － 3 ：セブンイレブン、ローソン、ファミリーマートを最も利用する理由（％）
チェーン名
挙げた回答者数近くにある。便利な場所にある品ぞろえが良い。買いたい商品がいつもある。ほかのコンビニで扱っていない独自商品が魅力。質が良 。店舗がきれい。店員の応対が良い。商品を買ったときの特典やポイントなどが充実している。コピー、チケット販売、ＡＴＭなどのが充実している。駐車場が広 。利用しやすい。トイレ清潔。利用しやすい。
自宅近く
全体 999 86.6 18.9 8.4 5.6 10.5 12.2 7.8 14.7 18.1 3.6
セブンイレ
ブン
404 83.9 28.5 11.1 10.9 12.4 10.9 4.7 18.6 19.6 3.2
ローソン 227 91.2 13.7 4.4 1.3 10.1 15.4 12.3 17.6 16.7 3.1
ファミリー
マート
171 83.6 11.7 7.0 2.9 8.2 10.5 12.3 13.5 19.3 6.4
通勤先近く全体 745 83.6 21.2 7.9 6.8 7.8 9.3 5.1 10.2 15.2 3.2
セブンイレ
ブン
277 83.0 31.0 7.9 10.5 8.7 8.7 3.2 14.8 18.1 3.2
ローソン 178 86.5 16.9 5.1 3.9 6.2 10.7 9.6 10.1 10.1 1.7
ファミリー
マート
121 78.5 14.9 9.9 4.1 9.9 10.7 9.1 9.1 19.0 7.4
出所：2009年 3 月における日経産業地域研究所のネット調査
（76）
　セブンイレブンはSEJによって運営されている。日本におけるコンビ
ニのパイオニアとして、当初からずっとリーディングコンビニの立場で
店舗網を拡大してきた。1973年にイトーヨーカ堂がサウスランドアイス
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社とライセンス契約を提携し、ヨークセブン（現在セブンイレブン・ジャパ
ン）を設立した。同社は当初から酒販店をはじめ、中小小売店などを 1
号店からフランチャイズ方式によりコンビニへの業界転換を実施してき
た。現在、一部の店舗が直営店であるが、フランチャイズ店が主流であ
ることがわかる（表 3 － 4 参照）。この表では、同社のフランチャイズ店
の割合は 9 割以上を占めており、年々拡大する傾向にある。
表 3 － 4 ：セブンイレブンの年次別の店舗数・売上高（2004～2013年度）
年次
売上（百万円） 店舗数
全店舗
フランチャ
イズ店
フランチャ
イズ比率（%）
全店舗
フランチャ
イズ店
フランチャ
イズ比率（%）
2004 2,440,853 2,319,544 95.0 10,826 10,048 92.8
2005 2,498,754 ― ― 11,310 10,404 92.0
2006 2,533,534 ― ― 11,735 10,730 91.4
2007 2,574,306 ― ― 12,034 11,230 93.3
2008 2,762,557 ― ― 12,298 11,584 94.2
2009 2,784,997 2,657,774 95.4 12,753 12,140 95.2
2010 2,947,606 2,839,680 96.3 13,232 12,789 96.7
2011 3,280,512 3,189,317 97.2 14,005 13,607 97.2
2012 3,508,444 3,416,986 97.4 15,072 14,638 97.1
2013 3,781,267 3,685,095 97.5 16,319 15,879 97.3
出所：日経流通新聞コンビニエンスストア調査  により作成
　　　セブン＆アイHLDGS. コーポレートアウトラインにより作成
　　　セブン＆アイHLDGS.事業概要により作成
（77）
　日本のセブンイレブンはサウスランド社から導入したノウハウを受け
取ったが、そのままの方式を採用しなく、日本の市場に合わせて手直し、
今日まで独自のフォーマットを構築してきた。コンビニの出店戦略はド
ミナント戦略が一般的ではあるが、セブンイレブンは他の企業より積極
的に活用している。同社は「近くて便利」というスローガンを持ち、エ
リア内に複数の店舗を集中的に展開している。現在国内の47都道府県の
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内、沖縄県を除き、46地域で18,249店舗を展開している（2015年12月時点
（78）
）。
これを2013年時点では16,319店で、全業界の 3 割強を占めていた（表 3
－ 2 参照）。これはローソンとファミリーマートと比べ圧倒的な規模と
なった。そして、売上高でみても約38.3％を占めていた（表 3 － 2 参照）。
また、平均販売売上高（日販）でみると、同社は66.4万円となったに対し、
ローソンが54.4万 円、ファミリーマートが51.7万 円 であることから、差
が大きいのである（2014年度
（78）
）。近年売上高でも店舗数でも拡大している
が、現在国内市場が飽和状態になったから、同社は海外での展開を加速
している。
第二節　コンビニの海外展開の現状
（ 1 ）海外展開の重要性
　日本のコンビニは高度的な独自のノウハウを蓄積してきており、商品
力、サービスに誇りを持ち、海外へ続々進出を加速している。この状況
となっているのは国内市場における要因があるとみられている
（79）
。
　まず、日本ではコンビニの店舗数が 5 万店になると飽和点にいたると
されている。2008年以降「タスポ」の導入で、自動販売機でタバコを購
入していた顧客はコンビニで買うようになったことをきっかけに、各社
は国内展開を拡大していった。そのため、2013年度時点では、全国の規
模は53,355店に拡大してきた。つまり、国内市場が大量により飽和状況
となったと考えられる
（79）
。
　そして、今日日本では少子高齢化が進むと共に、人口が年々減少しつ
つある。これは日本社会の大問題となっている。2015年現時点の人口は
約 1 億2,000万人以上ではあるが2048年に 1 億人以下となり、それから
だんだん減っていくと予想されている
（80）
。そのため、国内市場には限界が
あり、国内の競争は激化しつつあることは言うまでもない。また、国内
では同業のコンビニの各社だけではなく、惣菜、弁当等利益率の高い分
野における多業態（24時間営業スーパー、ディスカウントストア等）からも市
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場のシェアを激しく競っているのである
（79）
。
　そのような問題を解決するために、日系コンビニ大手 3 社のなか、セ
ブンイレブンやファミリーマートのように、国内の既存店を強化する方
向へ向かっているのに対して、ローソンのように既存店を強化すると同
時に、店舗フォーマットを多角化するといった対策を採用している
（81）
。ま
た、コンビニ業界に対する潜在的、将来性がある海外市場への進出を加
速することも考えられる。つまり、ここ数年中国、韓国、台湾等をはじ
め日系コンビニの海外進出が拡大しつつある。このような国は人口が多
く、市場規模が大きいし、経済成長が著しく、所得標準の向上が進んで
いる国であるとみられるからである。
　また、コンビニは 1 人当たりGDPが3,000ドルを超えると普及段階に
入るとされる
（82）
が、近年アセアンの 1 人当たり所得が上昇してきた（図 3
－ 2 参照）ので、その点でアセアン諸国は魅力的な市場であると認識さ
れるようになった。そのため、日系大手コンビニ各社はこのような国へ
目を向けるようになった。
　なお、コンビニ各社に対してはアセアン諸国は 1 人当たり所得の規模
が魅力であるとともに、人口・経済規模・経済成長率、中間層・富裕層
の増加、都市化率の上昇なども注目されている。このような基準を意識
しながら、日系コンビニ各社はアセアンに展開を加速してきている。詳
細は次章で参考して欲しい。
（ 2 ）海外展開の現状　
　川辺信雄（2006
（83）
）によれば、日系コンビニの海外展開の歴史は 3 つの
段階に分けられる。
　第 1 段階、1984年から1990年まで、「海外進出の黎明期」である。
1984年におけるマイショップチェーンのシンガポールやマレーシア進出
は日系コンビニの海外展開をスタートした。当時、現地で既にアメリカ
系のサークルK、セブンイレブン等が進出しているが、日系コンビニは
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生鮮食品を取り扱うという特徴で位置づけを果たしていた。その後、
1988年になると、ニコマートとファミリーマートが台湾に進出し、また、
1989年に百貨店、スーパー等を経営する日本のスパーチェーンは韓国の
コンビニ業界にも参入した。日系コンビニは続々海外にプレゼンスを出
していた。進出方式は、エリアライセンス提携を採用するアメリカのセ
図 3 － 2 ：日本のGDP推移と各国の現在（2013年、 1 人当たり）
出所：ASEAN情報マップ（2013年、4 頁）
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ブンイレブンと異なり、現地企業と合弁し、フランチャイズ方式を展開
する形態が一般的であった。ところが、その後、ファミリーマート以外
は全て様々な原因で海外における展開の姿を消していた
（83）
。
　第 2 段階、1990年から1997年まで、「本格的海外展開」で、日系コン
ビニの海外展開が活発化する時期である。1991年になると、セブンイレ
ブンはサウスランド社から日本のイトーヨーカ堂に買収され以来、セブ
ンイレブンの運営は新設のSEJに管理されているが、海外での運営は引
き続き米国の本部であったSEIによって管理されている。展開方式はラ
イセンス提携を中心に行われていた。SEIは日本で独自の「単品管理」
を支えるPOSシステムを設立したことで、経営運営が効率的にできるよ
うになり、世界の各国で注目されていた。そこで、日系コンビニ各社は
日系コンビニの特徴とされるノウハウを蓄積してきており、海外で活用
するようになった。しかし、海外出店企業は大手 3 社やミニストップだ
けである
（83）
。
　第 3 段階、1997年以降の「アジア通貨危機と中国進出」である。1997
年にはタイで通貨・経済危機があり、他の国にも影響を与えたが、1998
年後半から回復し、ファミリーマートやミニストップのようなチェーン
は韓国などの市場で資本を出資し、店舗POSシステムを刷新し、温度帯
別の共同配送システムを構築、各店舗を日本型へと順次改装をすると
いった努力で海外での促進を進めてきた
（84）
。また、1990年代の後半から急
成長を遂げた中国には日系コンビニ各社は徐々に入ってきた
（84）
。現在にお
ける各社の海外展開は表 3 － 5 で示されているのである。
表 3 － 5 ：国別日系コンビニ各社の店舗数
国
セブン
イレブン
ファミリー
マート
ローソン
ミニ
ストップ
合計
日本 18,099 11,475 12,276 2,195 44,045
アメリカ 8,311 3 8,314
メキシコ 1,882 1,882
研究年報　社会科学研究　第37号（2017年 ２ 月15日）
182
カナダ 502 502 
韓国 7,709 2,179 9,888
中国 2,128 1,467 507 59 4,161
台湾 5,018 2,973 7,991
タイ 8,510 1,123 32 9,665
フィリピン 1,479 117 519 2,115
マレーシア 1,883 1,883
シンガポール 468 468
インドネシア 189 25 49 6 269
ベトナム 85 24 109
オーストラリア 620 620
ノルウェー 156 156
スウェーデン 189 189
デンマーク 190 190
海外合計 39,234 5,790 591 2,787 48,402
合計 57,333 17,265 12,867 4,982 92,447
※ セブンイレブン：2015年 9 月 末、ファミリーマート：2015年11月 末、ロー
ソン：2015年 2 月末、ミニストップ：2015年11月末
出所：コンビニ各社ホームページにより作成
　この表で見ると、国内の最大手のセブンイレブンは海外でも負けず、
アメリカ、ヨーロッパ、アジアを含めて、世界の16国・地域において、
39,234店の最大の店舗網を有する。その一方、他の 3 社はアジアを中心
に展開している。ファミリーマートは国内で第 3 位の規模ではあるが、
海外展開に積極的に力を入れており、5,790店を有することで、第 2 位
の規模となった。それに対して、ローソンは国内展開を活発に進めてい
るが、海外の店舗数は591店に過ぎなく、セブンイレブンとファミリー
マートとはかなり出遅れであるとみられる。最後に、国内で第 5 位を占
めているミニストップは国内よりも海外展開が拡大してきた。
　また、アジアの中では、主要市場となっていた韓国、台湾、中国の他
にアセアン諸国でも日系コンビニが多くみられる。これらの国では、高
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い経済成長が続き、所得も増加している。そのため長時間で経営し、年
間休憩せず、食料、日用品がほとんど扱っているといった利便性を持っ
ている小型小売店のコンビニを求めるようになるとみられる。ところ
が、アセアンの10カ国の中で、2015年時点日系コンビニが既に入った国
はタイ、フィリピン、マレーシア、インドネシア、ベトナム、シンガポー
ルのみである。
　コンビニのフランチャイズといえば、本部と加盟店との関係をよく考
えているが、日系コンビニの国際フランチャイズ展開に関しては、メイ
ンに日系コンビニ本部と現地パートナー（マスターフランチャイジー）との
関係に焦点を当てる。海外における日系コンビニのフランチャイズ展開
方式は現地パートナーとマスターフランチャイズ契約によるものが基本
である。日系コンビニ 4 社のなかで、ファミリーマート、ローソン、ミ
ニストップ 3 社の進出は直接投資によるものがほとんどである。つま
り、各社は現地で合弁会社を設立することが一般的である
（85）
。その一方、
セブンイレブンは出資を行わず、すべて現地のパートナーを相手にスト
レートフランチャイズ契約を締結するケースが多くみられる。ここで、
セブンイレブンの海外における進出方式を紹介する。
　セブンイレブンは海外に進出するとき、マスターフランチャイズ方式
により店舗を展開しているが、進出先に応じて、次の三つの方式で行わ
れている。
　第 1 に、アメリカ、ハワイ、中国（北京・天津・成都）ではSEJは子会社
を設立し、店舗を展開・運営する。これは図 3 － 3 で表示されている。
これらの地域の子会社はアメリカがセブンイレブンインク（100％出資）、
ハワイがセブンイレブンハワイ（100％出資）、中国がセブンイレブン（中
国）（100％出資）である。セブンイレブン（中国）はさらに北京、天津、成
都においてセブンイレブン北京（65％出資）、セブンイレブン天津（100％
出資）、セブンイレブン成都（100％出資）という子会社を設立し、北京、
天津、成都で店舗の展開を運営する。
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　第 2 に、中国の山東省及びメキシコでは、SEJは関連会社を設立する。
山東省でセブンイレブンジャパン（20％）やセブンイレブン（中国）（15％）
や現地の衆地集団有限公司（65％）の出資により、山東衆邸便利生活有
限公司を設立した。
　第 3 に、以上の地域以外では、同社の100％子会社であるアメリカの
SEIが海外の有力な現地パートナーとマスターフランチャイズ契約を提
携し、現地における店舗展開の権利を現地パートナーに与える（図 3 －
4 参照）。つまり、同社はストレートフランチャイズ方式を採用すること
から、現地パートナーは自分自身でその国で店舗を展開することになる。
なお、SEIは、日本とハワイ以外、各国のセブンイレブンにエリアライ
センス権を付与しており、エリアライセンシーから支払われるロイヤル
ティはSEIの収入に計上されている
（86）
。
（注）［　］はグループの持分比率
出所：セブン＆アイHLDGS.事業概要（2015年、28頁）
図 3 － 3 ：セブンイレブンのマスターフランチャイズ方式（子会社設立方式）
セブン＆アイ・ホールディングス
SEJアセットマネジメント＆
インベストメント
［100.0％］
セブンイレブン
ハワイ
［100.0％］
セブンイレブン（中国）投資
［100.0％］
セブンイレブン
成都
［100.0％］
セブンイレブン
北京
［65.0％］
セブンイレブン
天津
［100.0％］
セブンイレブン・ジャパン
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第四章　アセアンにおける日系コンビニの店舗展開
第一節　アセアン諸国の概要
（ 1 ）アセアンの概要
　アセアンは1967年に設立され、現在の加盟国はタイ、シンガポール、
マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベトナム、ミャンマー、ラオ
ス、ブルネイ、カンボジア10カ国となった。このグループの中では、商
品・人・サービス・資本・情報などが国境を越え、自由な移転し、経済
活用の提携を加速する目的を加盟国が目指している
（87）
。近年、日系企業は
これらの国において事業を促進する傾向にある（表 4 － 1 参照）。海外市
場のトップ10カ国の中、アセアンからは 4 カ国も入っているのである。
つまり、日系企業各社はこれらの市場を重視しているといえる。その理
由としては、以下のようにあると考えられる。
エリアライセンシー　　　ロイヤリティフィー　　　子会社　　　 関連会社  
エリアライセンシー
エリアライセンシー
北京・天津
韓国
中国（広東省、
香港、マカオ）
メキシコ
シンガポール デンマーク
米国（一部） オーストラリア
タイ マレーシア ノルウェー インドネシア
台湾 フィリピン スウェーデン UAE 
成都 山東省 上海 重慶
7－Eleven, Inc．
各国のエリア
ライセンサー
セブンイレブン
（中国）投資
中国のマスター
ライセンサー
図 3 － 4 ：セブンイレブンの海外展開方式
出所：セブン＆アイHLDGS.事業概要（2015年、28頁）
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表 4 － 1 ：日本企業の進出国Top10
No 国名 件数 No 国名 件数
1 中国 6,091 件（24.2%） 6 台湾 989件（3.9%）
2 アメリカ 2,276件（13.4%） 7 インドネシア 862件 （3.4%）
3 タイ 1,853件 （7.4%） 8 イギリス 847件 （3.4%）
4 香港 1,220件 （4.6%） 9 マレーシア 829件 （3.3%）
5 シンガポール 1,111件 （4.4%） 10 韓国 815件 （3.2%）
12位：ベトナム612件 （2.7%）　43位：カンボジア35件 （0.1%）　圏 外：ミャ
ンマー
出所：東洋経済「海外進出企業総覧2013年版
（88）
」
　まず、日本とアセアンは、地理的にも近接し、文化の類似点があるた
め、日本の小売企業にとっては海外出店の初期段階から有利をもたらす
のである
（89）
。また、この地域の人口規模はかなり大きい。2013年の人口か
ら見ると、世界人口の69.5億人のうち、アセアンが6.2億人であり、 9 ％
を占めていたが、年々増加しつつある。2030年に入ると、同地域の人口
は 7 億人に達成する見通しである。そのため、人口が徐々に減少しつつ
ある日本と比べ、アセアンは巨大な市場としてみられる
（90）
。特に、10カ国
の中で、インドネシアの規模が最も大きく、40％を占めているし、世界
4 位の規模でもある。つまり、消費者を求める日本の小売企業はこれら
の国の市場には将来性のあり、期待できるものとなってきた。そして、
人口の構成を見ると、タイやシンガポールを除き、ほとんどはピラミッ
ドの構成である。このなか、15以上65歳未満の人口の割合が高い。つま
り、これらの国では若年層が豊富、「人口ボーナス期」に差し掛かって
いるのである
（90）
。さらに、若年層は増加する傾向にある。若年層を中心的
なターゲットとしている近代小売業、とりわけコンビニ業界の立場から
見ると、豊富な市場であるとみられる。
　次に、アセアンの経済発展は急激な成長を続けてきたとみられる。
GDPでは、アセアンは2013年度では 2 兆4,065億円で、世界の 2 ％の規
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模であったが、2019年になると 3 兆6,084億円となり、世界の 3 ％へ上
昇する見通しである。この中で、規模が最も大きい国は順番にインドネ
シア（36.2％）、 タイ（16.1％）、 マレーシア（13.0％）、 シンガポール
（12.3％）、フィリピン（11.3％）、ベトナム（7.1％）、ミャンマー（2.3％）、
ブルネイ（0.7%）、カンボジア（0.7%）、ラオス（0.4％
（91）
）。そのため、上 位
の 6 カ国はアセアンの主要国であるとされる。　
　この中、シンガポールは他の国より先に高い成長率を維持してきた
（92）
。
残りの国で成長率が高く、2010年の成長率は、タイが7.5％、マレーシ
アが6.7％、フィリピン7.0％、インドネシア6.0％、ベトナムが6.5％であ
る。しかも、表 4 － 2 で表示されている2000～2010年の成長率からみる
と、これらの国の経済の規模が拡大していると考えられる。そして、
GDPに占める消費支出の割合は過半で、相当高い指数である（表 4 － 2
参照）。
表 4 － 2 ： 中 国、ベトナム、インド、インドネシア、フィリピン、マレーシア、タ
イの平均経済成長率（2000年～2010年）
実質
GDP成長率
（2010年、％）
2000～10年
GDP成長率
（年平均、％）
GDPに占める消費
支出の割合
（2009年、％）
中国 10.5 10.3 34.0
ベトナム 6.5 7.2 68.0
インド 9.7 7.1 56.0
インドネシア 6.0 5.2 57.9
フィリピン 7.0 4.8 72.0
マレーシア 6.7 5.0 50.7
タイ 7.5 4.4 54.9
出所： IMF、Euromonitor International「在アジア・オセアニア日系企業活動実態
調査
（93）
」
　もうひとつ、前章で述べたように、アセアン国々の 1 人当たり所得（ 1
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人当たりGDP）でみれば、日系コンビニにとって魅力的な市場である。
2013年度の平均規模は3,845ドルとなった。この中で、シンガポールは
54,776ドルにと、圧倒的に多く、日本の38,491ドルをかなり超えている。
次にブルネイー（39,942ドル）、マレーシア（10,548ドル）、タイ（5,674ドル）、
インドネシア（3,510 ドル）である。これをみると、3,000 ドルとなると、
普及ができるとされるコンビニにとっては良い条件となる。次に、フィ
リピン（2,790ドル）やベトナム（1,902ドル）はまだ3,000ドルに達していな
いが、高い経済成長率が維持されているから、3,000ドルへ近づいてい
く見通しである。残りのラオス（1,477ドル）、カンボジア（1,016ドル）、ミャ
ンマー（869ドル）は拡大しつつある傾向にある
（94）
。
　この 1 人当たり所得が増加すると共に、購買力を持った中間層、富裕
層も着実に拡大しつつある。中間層ではアッパーミドル層（上位中間層）
やローワーミドル層（下位中間層）に分けられる
（95）
。アセアン主要国の中、
シンガポールはもちろん、他の国のアッパーミドルや富裕層が年々拡大
してきている（図 4 － 1 参照）。また、図 4 － 2 で示したように、アッパー
ミドルや富裕層が年々拡大していくなか、インドネシアの増加が著しい
ものである。特に、2020年にはアッパーミドル層が7,000万人へも拡大
する見通しとなるため、評価が高い市場となる。
　つまり、これらの国では、消費者のニーズが多様化してきており、価
格だけではなく、ワンランク上の品質・サービスを求める傾向が一層強
まることが予想される。この点を見れば、日本で大成功を果たしてきた
コンビニが入ると、独自なノウハウを持ち、24時間営業を設定し、安
全・清潔な店舗として、良質の食事や商品を提供することで消費者の支
持を拡大していくのである
（96）
。
　さて、コンビニの海外展開は都市部を中心に行われている中、アセア
ンの主要国は都市の人口が増加しつつある。これは都市化率を見れば理
解できる。表 4 － 3 で示すように、シンガポールは最も高く1975年から
全国が都市となった。残りの国は1975年からはかなり大幅に都市へ変化
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してきた。このため、都市を中心にドミナント戦略によるコンビニの店
舗展開は極めて有利な条件となる。
図 4 － 1 ：所得階層別世帯比率の推移
出所：みずほ総合研究所（2014年、49頁
（97）
）
図 4 － 2 ：所得上昇・中間所得増加の推移（2009年－2015年－2020年）
出所：「アジア売れ筋商品調査」（ジェトロ、11頁）
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表 4 － 3 ：アジア諸国の都市化率
1975年（％） 2010年（％）
一人当たりGDP（2009年）
（ドル）
日本
シンガポール
香港
韓国
台湾
マレーシア
フィリピン
中国
インドネシア
タイ
ベトナム
56.8
100.0
89.7
48.0
43.9
37.7
35.6
17.4
19.3
23.8
18.8
66.8
100.0
100.0
83.0
58.6
72.2
48.9
47.0
44.3
34.0
30.4
39,731
37,597
30,088
19,141
17,024
6,955
1,745
3,678
2,249
3,972
1,052
（資料） 都 市 化 率 はUnited Nations、World Urbanization Prospects: The 
2009 Revision.台 湾 はADB Key Indicators. 1975 年、2008 年 のデー
ター。一人当たりGDPは各国統計
出所：大線啓一郎「変わるアジア新興国の大都市
（98）
」
　また、都市化率をみると、シンガポールは都市化率が100％である。
そして、残りの 5 カ国が上昇している。コンビニの展開は人口の密度が
高い地域を中心に行われることから、これらの国の都市化率が上昇して
いることは、コンビニの発展には良い条件となっている。
　以上のような理由で、アセアン、とりわけ主要国の 6 カ国は日本小売
企業の注目を引いている。特に日系コンビニにとっては将来性のあり、
魅力的な市場であるとされるから、近年各社はこの地域で展開を加速し
てきているのである。
（ 2 ）主要 6 カ国の市場の概要
　タイ、インドネシア、マレーシア、シンガポール、フィリピン、ベト
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ナムは欧米、アメリカなどの国と異なり、独特な特徴を持っている。
　まず、小売市場では、スーパーマーケット、百貨店、コンビニ等近代
小売業より、市場、屋台、個人商店等伝統的小売業のプレゼンスが圧倒
的に大きいことはこれらの国における共通の特徴である。図 4 － 3 で
は、シンガポールを除き、他の 5 カ国は伝統的の割合はきわめて高い。
この中で、特にベトナムが 1 位、インドネシア 2 位、フィリピンが 3 位
となった。つまり、日常生活では伝統的小売に依存していると考えられ
る。伝統的小売の中、市場や個人商店等は国によって違う呼び方で名付
けられているが、一般的には、個人商店を「パパママストア」（零細店）、
市場を「ウェット市場」（生鮮市場）と呼んでいる
（99）
。表 4 － 4 では、国別
の小売の特徴が示される。
図 4 － 3 ： アセアンの主要国の食品・日用品店における伝統的店舗及び近代店舗の
割合
（注） 近代店舗はコンビニやスーパーなどのチェーンストア。伝統店舗は家族・個人経営者
（いわゆるパパママショップなど）。
（資料）Euromonitorよりみずほ総合研究所作成
出所：みずほ総合研究所（2014年、35頁）
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表 4 － 4 ：各国の買い物をする場所の特徴
国 主な買い物チャネル 特徴・トレンド
インドネシア ワルン（小規模雑貨店）
パサール（生鮮市場）
地場企業のコンビニエ
ンスストア
・ ジャカルタは大小さまざま出店
ラッシュ
・ 休日は家族と大型ショッピング
センターで買い物
フィリピン サリサリ（小規模雑貨
店）
ハイパーマーケット
・ 伝 統 小 売 を 使 いつつ、 大 型
ショッピングセンターの 利 用 も
拡大中
ベトナム 生鮮市場
近所の伝統小売
スーパーマーケット
・ 徐々に 近 代 化 しているが、バイ
ク利用のため大型ショッピング
センターでの 買 い 物 はしにくい
のが課題
タイ コンビニエンスストア
食料雑貨店
ハイパーマーケット
・ 郊外に大型店、都市部に小型店
の構図
・ 休日は家族と大型ショッピング
センターで買い物
マレイシア ハイパーマーケット
食料雑貨品店
・ 休 日 は 自 動 車 でハイパーマー
ケットにまとめ 買 い、足 りない
ものを平日雑貨店で追加購入
注） 伝統小売り：食料雑貨品店、近所の伝統的小規模小売り、生鮮市場
（Wet Market）近代小売り：コンビニエンスストア、スーパーマーケッ
ト、ハイパーマーケット、ショッピングモール
出張：川津（2012年、67頁
（100）
）
　このように、アセアン諸国における伝統小売の規模が大きいことか
ら、この地域で近代小売への開拓の余地があると理解できるが、その一
方、長年にわたる伝統小売に依存してきたアセアンの消費者はコンビニ
をはじめ近代小売へ変換するのには、長期の期間を通すことも考えられ
る。
　そして、もう一つ特徴としてあげられるのは、物流システムである。
これは、日本と違って、整備されていないことである。日本の流通シス
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テムは中間流通（問屋）の存在が大きく、特異なものであることは世界
によく知られている。アセアンではこの問屋システムが未成熟であるこ
とから、小売商はそれぞれのメーカーから直接に購入するか、メーカー
の販売代理商を通じて取引するなどが多いが、代理商が存在しても、単
なる仲介役となり、商品はメーカーから直接に小売商に発送されるのは
一般的である。こうして、小売商は商品のメーカーごとに発注をするよ
うになり、商品の小口の仕入れや多頻度配送等ができなくなる
（101）
。
　以上のような特徴で、アセアンの市場は有望な市場であるが、日系コ
ンビニをはじめ、外資小売企業の運営には様々の問題が存在しているの
である。このため、日系小売業はこれらの特徴を認識しながら出店する
必要となる。
　なお、この 6 カ国のコンビニ業界に関しては、これらの国においては
地元系・欧米系・日系のコンビニチェーンが共存しており、激しく競争
している（表 4 － 5 参照）。これをみると、この 6 カ国のコンビニ業界の
概要が見えてくる。
　タイではセブンイレブン、ローソン、ファミリーマート等日系コンビ
ニチェーンに加え、テスコが営業するテスコ・ロータス・エキスプレス
（Tesco Lotus Express）、または地場企業が営業するフレッシュマート（Fresh 
Mart）、トップスデイリー（Tops Daily）等多くのチェーンが 1 万店以上を
展開している。この中で、セブンイレブンの割合が最も多く、約78％強
を占めている（2014年
（102）
）。
　インドネシアはコンビニの店舗数が最も多く、約22,000店以上が展開
されている。このなかで、地場企業のコンビニチェーンが大きな割合を
占めている。大手 3 社のインドマーレット（Indomaret）、アルファマート
（Alfa Mart）、アルファミディ（Alfa Midi）は地元チェーンであり、全業界
の約94％を占めている。外資チェーンには日系の 4 社のほかに、アメリ
カのサークルK、デイリーファームホールディングス社のスターマート
（Star Mart）、イギリスのエーエムピーエム（am/pm）等あるが、比率が非
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常に小さい
（103）
。
　マレーシアでは、24 エキスプレス（24Xpress）、ハッピーマート（Happy 
Mart）、クイックアンドイージー（Quick &Easy）など数店舗数から数十店
舗数の小規模なコンビニチェーンが多い。外資系コンビニには日系のセ
ブンイレブン、アメリカ系のサークルKがある。また、KKスーパーマー
ト、99スピードマート（99 Speed Mart）等ミニマーケット等がここ数年急
速に店舗数を増やしている。そして、トリート（Treat）等ガソリンスタ
ンド併設のコンビニもよく見かける。同業界の各チェーンのなか、セブ
ンイレブンは最大手となっている（2014年末約82％）。 2 番目に規模が大
きいチェーンはKKスーパーマート（KK Supermart）であるが、 1 位 のセ
ブンイレブンと比べ差が大きい
（104）
。
　シンガポールにおいては、日 系 のセブンイレブンや 政 府 系 のNTUC
フェア・プライスが 経 営 する「チアーズ」（Cheers）やガソリン 併 設 の
「フェアプライスエキスプレス（Fairprice Express）」がシェアを 競 争 して
いる
（105）
。
　フィリピンには外資系、とりわけ日系のコンビニは大きな役割を占め
ている。2014年にセブンイレブン、ミニストップ、ファミリーマートの
割合が約94.6%であった。このなか、セブンイレブンが約62.9％を占め
ており、最大の規模となった。他の外資系のチェーンはサークルKがあ
るが、規模が小さい（0.2％に過ぎない）。地元のチェーンにはアルファマー
ト（Alfamart）等であるが、店舗数も売上高の規模が小さい
（106）
。
　ベトナムでは現在、コンビニがまだ創成期の段階であることから、近
年ミニスーパーやコンビニの出店が増加している
（107）
。ところが、2014年に、
小売業に占める割合は低い（0.1％）。同国では地場企業の運営するコン
ビニ形態の「ハープロマート」（Hapro mart）や「サートラーマート」（Satra 
Mart）等のほかに、サークルK、ビーズマート（BʼsMart）、ミニストップ、
ファミリーマート、ショップアンドゴー（Shop&Go）等 外 資 系 のコンビ
ニも参入しているから、ホーチミン市を中心にコンビニの姿が徐々に現
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れるようになった。同国のコンビニ業界の中で、ファミリーマートの進
出規模がもっとも多く、一位を占めている。次にビーズマートであり、
3 位を占めるのはショップアンドゴーであるが、この 3 社の売上高は
7,826億ドン（約42.3億円
（108）
）に過ぎない。ミニスーパーもあわせば、2014時
点でのコンビニ型の店舗数は440店である。つまり、ベトナムでは、コ
ンビニの展開には余裕があると考えられる
（109）
。
表 4 － 5 ：アセアンにおける代表的なコンビニチェーン
国 日系コンビニチェーン 他の外資チェーン 地場のチェーン
タイ
チェーン名 地位 チェーン名 地位 チェーン名 地位
セブンイレブン ◎
テスコ・ロータス・
エキスプレス
○ フレッシュマート △
ファミリーマート △
ミニビッグC
（Mini Big C）
△ 108ショップ △
ローソン108
108ショップ
△ Max Valu Tanjal △ トップスデイリー △
インドネシア
セブンイレブン △ サークルK △ インドマーレット ◎
ローソン △
スターマート
（Star Mart）
△ アルファマート ○
ファミリーマート △ エーエムピーエム △ アルファミデイ △
ミニストップ △ サークルK △
ヨーマート（Yomart）、 エ
スビーマート（SB Mart）、
インドマーレットポイント
（Indomaret Point）、 ア ル
フ ァ エ キ ス プ レ ス（Alfa 
Express）
△
マレーシア セブンイレブン ◎ KKスーパーマート ○
24 エキスプレス、ハッピー
マート、 クイックアンド
イージー、99 スピードマー
ト、トリート 等 のガソリン
スタンド併設のショップ等
△
シンガポール セブンイレブン ◎ チアーズ ○
フェアプライスエキスプレ
ス
△
フィリピン セブンイレブン ◎ サークルK △ アルファマート △
ミニストップ ○
ファミリーマート
ベトナム ファミリーマート ◎ ビーズマート ○ コ ー オ ッ プ フ ー ド（Co.
opfood）、 ニ ュ ー チ ョ ー
（New Cho）、ショップアン
ドゴー、ハープロマート、
サートラーマート等
△
ミニストップ △ サークルK △
◎：第 1 位　　○：第 2 位　　△：第 3 位から
出所：「アジア小売市場の実態調査」により作成
　　　「Singapore Retail Food Annual 2014 」により作成
　　　「マレーシアにおけるコンビニエンスストア調査」により作成
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（ 3 ）タイ及びインドネシアの市場の概要
　アセアンの主要国の中でも、タイ、インドネシアはそれぞれの特徴を
持ち、日系コンビニの注目を寄せている。このなかでは、日系コンビニ
のプレゼンスが最も大きい市場はタイである。そして、日系コンビニ 4
社が既に揃っているのはインドネシアである。タイにおけるコンビニの
成長が目覚ましいのに対して、インドネシア人口の規模が大きい、また
はここ数年急激な成長率を維持していることから、市場の拡大が最も期
待されている。この 2 カ国の市場は下記のようにそれぞれ特徴を持って
いる。
　タイはアセアンのなかで人口が 2 番目に多いが、他の国より先に高齢
化社会を迎えている。同国では、一都市に人口が集中し、一極集中型の
都市の現状がよく知られている。このため、首都バンコクは都市人口の
68％、国民総生産の50％を占めるのである。そして、中間層の割合は国
全体の70％を占めており、特に、バンコクだけを見れば、全世帯におけ
る中間層の割合は80％まで拡大してきたことから、近年外資企業の進出
が著しい
（110）
。百貨店やスーパー等の出店はバンコクに集中していた。その
ため、大規模ショッピングセンターや総合店はバンコクのような都市部
では一般的となった。ただし、首都バンコクを除けば、大都市が発展し
ておらず、伝統的小売業の存在感が大きい。つまり、都市と地方では
人々の平均所得が大きい差が存在している
（111）
。
　次に、小売規模をみれば、Euromonitorの統計では、2004年の小売市
場は約 2 兆6,000億バーツ（約 9 兆円）であったが、10年間に渡って、高
い成長率（5.6%）を続け、2014年には1.7倍に拡大してきた
（112）
。そして、今
後 5 年間の小売市場は6.4%のペースで伸びていき、過去10年の成長を
上回ると予想されている。Euromonitorは2019年の同国の小売市場は約
4 兆バーツ（約12兆円）に達成すると予想している
（112）
。
　同国の小売業界においては、地場（民族系）、欧米系、日系の小売が同
時に市場のシェアを競争している
（113）
。この中で、外資の小売企業が多くみ
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える。これを 主 要 小 売 プレーヤ（ブランドオーナー）をみるとわかる。
2014年の上位 3 社とも外資系である。日系企業は1965年における日本の
百貨店「大丸」の進出が最初のものとなった。同社は当時長らくタイ小
売業界でトップを占め続けた
（114）
。その後、そごう、伊藤忠、イオン、フジ、
ヤオハン、阪急、西友ファミリーマートなどスーパーマーケット、百貨
店、コンビニといった企業が急激に入ってきた。しかし、1997年に金融
危機があり、それ以来、様々な原因で、ヤオハン、大丸、そごう、阪急、
西友が徐々に同国で姿を消していた
（115）
。
　タイにおいて展開するとき、小売企業は以下のような特徴を留意する
必要がある。
　まず、上記に述べたように、同国の物流システムである。ここでは、
メーカーから小売企業まで直納される方式や、メーカーからディストリ
ビューションセンター（DC）や卸売業者、輸入商社などを経由して納品
される方式など多様な流通構造が存在している。業界のなかで、ハイ
パーマーケット等大型店舗を展開する企業が自社のDCを持ち、利用す
るのに対して、その一方、コンビニは外部のDCに業務委託しているケー
スが多い。特にコンビニはほとんど自社で流通センターを持たずに、合
弁企業の設備を利用することが多いようである
（116）
。
　また、タイは他の国と比べ、物流等事業環境は整っているといわれて
いるが、バンコクでは交通渋滞が大問題となる。このため、大型車（ト
ラック）の乗り入れに対する規制が厳しく、昼間はトラックの運送はで
きない。そこで、配送はピックアップトラックや二輪車で行っている企
業は多い
（117）
。
　次に、タイでは屋台文化が既に庶民の生活まで深く浸透してきてい
る。同国では毎日の食事は屋台を中心に済ませるから、タイのコンビニ
の隣に屋台が存在している景色がよくみられる
（118）
。そこで、屋台と共存す
る企業もみられる。
　もう一つ、タイにおける店舗のリース契約は25年から30年と長期に渡
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る期間となるが、リース料は「一括前払い」であるから、途中で解約す
れば膨大な違約金を負担することになる
（119）
。
　以上のようなタイの市場の特徴があるから、タイ市場は魅力であると
同時に、多少リスクを与える可能性もあることから、タイへの進出にお
いて日系コンビニは検討の必要性がある。
　インドネシアは人口規模が大きく、世界 4 位及びアセアン 1 位を占め
ている。アセアン全体を見ると、約40％の割合に至った（2013年度）。こ
れからすると、消費者市場としては大きな規模であるといえる。また、
人口構成では、生産年齢人口や約67％である（2014年）から、若い国だ
とみられる。それに毎年、人口は 1 ％強の増加を続けている
（120）
。
　なお、同国は18,110ほどの島々で構成されているが、全人口の約 6 割
は首都ジャカルタのあるジャワ島に集中しており、その他は残りの約
16,000島々に分散している。この中、約49％は農村で生活しているが、
同国の都市化が進んでいることから、近代小売に対しては将来性のある
市場である
（121）
。
　インドネシアは人口規模が大きく、経済規模も大きい。2013年度の
GDPはアセアンの約36.2％を占めている。GDPからみてもトップである。
また、 1 人当たり所得では、3,000ドルを越えており、アセアン平均の
3,845ドルを突破する目前である。また、中間層の人口は約60％で、と
りわけジャカルタだけを見れば70％まで及んでいる。特に、インドネシ
アのアッパーミドルの拡大は最も速くなり、2009年度の約500万人から
2015年に約3,300万人となり、その上2020年に入ると、7,000万人に突破
すると予想されている（図 4 － 2 参照）。これは、中間層を対象としてい
るコンビニ業界にとっては魅力的な市場である
（122）
。
　なお、同国の小売業は伝統的小売の役割が大きい。現地でのヒアリン
グによると、「伝統的小売業は 7 割で、近代的小売業は 3 割を占めてい
る」ということであった
（123）
。しかし、近代小売業は徐々に入り、成長を遂
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げてきた。例えば食品小売業の内訳では、近代小売の割合は2004年には
7.5%であったが、2014年になると、16.2％へ拡大してきた。また、近代
小売各社はジャカルタ及びその周辺部を中心に店舗を展開している
（124）
。
　インドネシアの小売業界は長らく外資の直接投資を規制してきたか
ら、地元の有力小売業が支配する構造が続いていた
（125）
。外資小売業にはオ
ランダのマクロやアホールド、アメリカのウォールマート、ベルギーの
デレース、フランスのカルフール等がある。1998年 3 月まで、同国では
卸売・小売分野への投資を禁止していたため、進出企業は資本を出資せ
ず技術提携及び商標貸与等の形で進出した。日系企業には、そごう、ヤ
オハン、西友等がその形で参入してきた。ところが、それ以降同国での
姿を消していた
（126）
。現在、近代小売業では、コンビニエンストアが急速に
成長をしている。
　以上のような状況で、インドネシアは下記のような独自の特徴も有す
る。
　第一、同国では、人口の大部分は300部族からなるマレー系で、他に
中国人が人口の約 3 ％以上を占めている
（127）
。ところが、わずかの華人の人
口が国内資本の70％を独占しているため、同国では通常「プリブミ」（先
住民）と呼ばれるマレー系のインドネシア人と中華系のインドネシア人
は対立している
（128）
。そこで、日本企業は同国に進出すると、この対立の関
係を配慮する必要である。
　第二、インドネシアではタイと同じく、「カキリマ」と呼ばれる屋台
が欠かせない存在となっている。これは食べ物、フルーツなどを中心に
販売する移動できる小型の屋台で、庶民には人気がある
（129）
。
　第三、小売業を支える物流システム物流については、同国は18,110島
からなる広い国土で、物流システムが整っていない。また、各地の地場
物流業者が寡占化しているから、州をまたぐ長距離輸送においても一元
管理による一貫物流サービスを提供できない。また、そもそも倉庫業と
運送業の兼業ができないこともあり、海外の先進的な物流サービスの提
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供を受けることは非常に難しい
（130）
。
　タイでは、コンビニが急速に発展している。バンコクをはじめ、主要
都市ではコンビニが多くみられる。タイ小売業界のリポートによると、
2012年度の店舗数は全国で12,246店へ拡大したが、 5 ～10年で 3 万店を
突破する可能性もある
（131）
。コンビニ業界では、チャロンポカパン（Charoen 
Pokphand） が 運 営 している 日 系 コンビニのセブンイレブン、Ek-Chai 
Distribution Sytems 社 の「テスコロータスエキスプレス（Tesco　Lotus 
Express）」、セントラルリテールグループの「ファミリマート」、サハグ
ループの「ローソン108」等外資コンビニの他に、「フレッシュマート」、
「トップスデリー」、「108ショップ」など地場の企業によって運営され
るミニマートも多くある。これらは、外資系ブランドがほとんどである。
2014年のコンビニランキング上位10チェーンの中、 8 チェーンは外資系
である。また、同国では、カルテクス、シェルなど各石油会社が展開す
るガソリンスタンド併設のコンビニもみられるようになった
（132）
。
　業界の中で、セブンイレブンは規模が圧倒的に大きく、全業界の約
78.1％を占めている。第 2 位を占めるのは「テスコロータスエキスプレ
ス」であるが、最大手のセブンイレブンと比べて、わずか約 8 分の 1 に
過ぎない。次に、ファミリーマートは規模が5.3％を占めており、 3 位
となった。この上位 3 社は約93.3％を占めるがゆえに、タイのコンビニ
業界は外資系のチェーンによって支配されているといえる
（133）
。
　インドネシアでは、コンビニは「ミニマーケット・コンビニ」に分類
されている
（134）
。コンビニ全業界の店舗数が2004年の3,408店から、2014年
に入ると、約7.8倍の22,818店に拡大してきたため、急速に成長している。
また、販売額を見ると、2004年には 5 兆ルピア（約448億8900万円）であっ
たが、2014には88兆ルピア（約7900億4000万円）へ増加し、年率成長率の
34.2％を維持している
（135）
。
　同国では、コンビニと雑貨店、スーパーマーケットを合わせたような
主婦層を主な顧客層とする地元の「ミニマーケット」という小型店が発
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達している。これらは「インドマーレット」、「アルファーマート」、「ア
ルファーミディ」などである。外 資 系 のコンビニはセブンイレブン、
ローソン、ファミリーマート、エーエムピーエム 等 既 に 参 入 している
が
（135）
、地場のチェーンは規模が大きい。特に「インドマーレット」、「アル
ファーマート」はそれぞれ46.2%、41.2％を 占 めており（2014年）、国 内
における寡占化が続いている。この 2 社の中、インドマーレットは毎年
1,000店以上を出店しており、2014年には 1 万店を展開できた。また、
アルファマートは近年毎年1,000店を展開し、2014年には9,721店を展開
している。日系コンビニは 4 社が既に揃っているが、タイと比べ、進出
が出遅れるといえる
（136）
。
　インドネシアはタイと異なり、地元の企業がコンビニ業界に大きなプ
レゼンスをみせている。また、同国は地元の小規模商店を保護するため、
外資企業がコンビニを初め、小売業において、出店を認めていない。そ
こで、日系コンビニ各社は地元のパートナーとライセンス（つまりマス
ター・フランチャイズ）契約を締結し、店舗展開はすべて地元のパートナー
によって行われる同様な方式で進出してきた。そこで、各社はコンビニ
の運営のノウハウを提供し、店舗網を拡大してきた
（137）
。
　また、他の国と異なり、同国における日系コンビニは単なる小売店に
留まらず、飲食店スタイルが共通している。ここで、24時間で無線イン
ターネットの使用ができるし、飲食が楽しめることもできる。また、弁
当や惣菜等も充実され、その場で食べるか、持ち帰って食べる食料品が
重視されている。つまり、日系コンビニは「ファミリレス」のような若
者の「集まり場」として、特別な存在感をみせている
（137）
。
第二節　　 6 カ国におけるセブンイレブンの展開の過程
　セブンイレブンはアセアン主要 6 カ国の中、タイ、インドネシア、シ
ンガポール、マレーシア、フィリピンに既に進出している。このなか、
1980年 代 から 進 出 を 始 めた 国 はシンガポール（1983年）、フィリピン
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（1984年）、マレーシア（1984年）、タイ（1989年）である。これらの国への
進出は当初サウスランド社が各国の現地の有力企業とマスターフラン
チャイズ契約を提携し、現地における店舗の展開を現地パートナーに任
せて行ってきた。そして、セブンイレブン側の運営はサウスランド社に
より行われてきた。ところが、1991年にサウスランド社はイトヨーカー
堂により買収され、米国のセブンイレブンインク（SEI）と変更された。
そして、2005年になると、同社はセブンイレブンジャパン（SEJ）の完全
子会社となった
（138）
。このため、これらの国での運営はサウスランド社の代
わりSEIにより管理されるようになった。その一方、インドネシアにお
ける 今 日 のセブンイレブンは2009年 にSEIが 現 地 のパートナーとマス
ターフランチャイズ契約により進出した。
　なお、アセアン各国の進出過程は下記のようである。
（ 1 ）タイ
　タイには早くからコンビニが入ってきており、長い歴史を持ってい
る。 4 社の中、セブンイレブンは1988年に最初の外資コンビニとしてタ
イで出店した。実際に、1990年にSEJがサウスランド社を買収するまで
は、サウスランド社が海外におけるセブンイレブンの展開を運営してい
た
（139）
。当 時 サウスランドは 現 地 パートナーであるチャロン・ポカパング
ループ（CPグループ）の 傘 下 にあるCPオール（CPAll）とマスター・フラ
ンチャイズ（エリア・ライセンス）契約を結び、「CPセブンイレブン社」を
設立した
（140）
。また、セブンイレブンはストレート・フランチャイズ方式で
タイに進出した。こうして、同社は出資をせず、CPグループに商標を
提供する形態を採用し、バンコクを中心に店舗を展開していた。CPグ
ループは最大の財閥で食品加工や情報通信などを扱う巨大複合企業であ
る
（140）
。ここ数年同国での店舗展開は表 4 － 6 で表示されている。これをみ
ると、2005年から2014年まで店舗網は 2 倍以上の規模となってきた。ま
た、2015年 9 月時点まで、8,510店へ急速に増加し、アメリカの8,311店
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を超え、世界 2 位のセブンイレブン大国となった
（141）
。また、同社は2018年
までに、 1 万店を目指している
（142）
。2014年末時点、フランチャイズ店の割
合は48.2％であった（表 5 － 1 参照）。
表 4 － 6 ：セブンイレブンタイの店舗数（2005年～2014年）
年次 店舗数 成長率（％）
2005年 3,311
2006年 3,784 14.3
2007年 4,279 13.1
2008年 4,778 11.7
2009年 5,270 10.3
2010年 5,790 9.9
2011年 6,276 8.4
2012年 6,822 8.7
2013年 7,429 8.9
2014年 8,127 9.4
出所： CPオールアニュアルレポート（2005 年～2014 年）によ
り作成
（ 2 ）インドネシア
　アセアンの最大人口を抱えているインドネシアでは、コンビニが急速
に発展しているが、日系コンビニの出店は遅い。同国においては日系コ
ンビニ 4 社は既に揃っている。この中で、日系コンビニとして最初に進
出したのはセブンイレブンである。セブンイレブンは1980年代に一度イ
ンドネシアに進出たが、既に撤退したといわれる
（143）
。
　2009年にSEIが改めて地元のモデルンプトラ・インタナショナル・グ
ループ（Modern 　Putra Internasional）とマスター・フランチャイズ契約を提
携した。 1 号店は首都ジャカルタで展開され以来、オフィス街を中心に
ドミナントを進めていく。モデルンプトラ・インタナショナル・グルー
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プ（PTモデルン・インタナショナル・グループ）は写真関連商品の小売企業で
あると同時に、写真・電子・通信機器製品のメーカーでもある
（144）
。2009年
に進出したばかりなため、2014年には187店展開していたが、年々高い
成長率を果たしている（表 4 － 7 参照）。
表 4 － 7 ：セブンイレブンインドネシアの店舗数（2010年～2014年）
年次 店舗数 成長率（％）
2010年 21
2011年 57 171.4
2012年 117 105.2
2013年 149 27.4
2014年 187 25.5
出所： セブン＆アイHLDGS. コーポレートアウトライン及びセブン＆アイ
HLDGS.事業概要により作 成
（145）
（ 3 ）シンガポール　
　1981年にサウスランド社が香港の英系コングロマリット、ジャーディ
ン・マセソン・ホールディングス社と提携し東アジアでセブンイレブン
を展開する権利を与えた。その後、シンガポールで1983年に 1 号店を
オープンした。ところが、1989 年 にシンガポールのコールド・ストア
レッジ・シンガポール社がジャーディン社からシンガポールにおけるセ
ブンイレブン62店を買収した。1992年になると、デアリー・ファーム・
インターナショナル 社 がコールド・ストアレッジ・ホールディングズ
（CSH）の小売部門を買収したことで、デアリー・ファームはシンガポー
ルのセブンイレブンを所有するようになった。現在まで同社により運営
されてきている
（146）
。
　同国の店舗の標準的な面積は約70平方フィートである。同国では政府
系のフェアプライスが経営するチアーズやガソリン併設のコンビニ等が
セブンイレブンに対抗しているため、同社はスラーピー、ビッグ・ガル
プ、ソフトクリームなど独自の販売にとりわけ力を入れている。これら
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の商品はセブンイレブン店のみに購入できるから、他社との差別化を
図っている。そして、3 年から 5 年おきに店舗を改装し、店舗が清潔で、
新鮮で、カッコよく見えるようにしている
（147）
。
　また、シンガポールは国の地理的正確を反映するから、同社はキオス
ク、商業店、住宅地域の店舗、ホスピタル・ストア、リゾート店等様々
なフォーマットを展開している
（147）
。そして、店舗ではサンドイッチ、飲料
の購入以外、代行の支払いなどもできるようになった
（148）
。
　ここ数年の店舗数の推移は表 4 － 8 で表示されている。これをみる
と、セブンイレブンは1980年代に進出し始めたが、2014年には僅か493
店を展開している。また近年減少する傾向にある。現在、同国における
フランチャイズ店は約65％を占めている
（148）
。
表 4 － 8 ：シンガポールのセブンイレブンの店舗数（2005年～2014年）
年次 店舗数 成長率（％）
2005年 315
2006年 345 9.5
2007年 415 20.3
2008年 435 4.8
2009年 484 11.3
2010年 549 13.4
2011年 561 2.2
2012年 570 1.6
2013年 537 -5.8
2014年 493 -8.2
出所： デアリーファーム・ インタナショナル・ ホールディングスのア
ニュアルレポートにより作 成
（149）
（ 4 ）マレーシア
　1984年にマレーシアのクアラルンプールでセブンイレブンの 1 号店が
開 店 された。同 国 の 現 地 パートナはブルジャヤグループ（Berjaya Retail 
Berhad Group）である。2014年に全国で1,745店を展開しており、業界にお
いて圧倒的首位にある。セブンイレブンマレーシアの店舗は約2,200ア
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イテムを扱っており、毎日約80万人が来店する。また、同社はショップ
ロット、ショッピングモール内、駅構内、病院内、ガソリンスタンド等
に併設されている。店舗では、日本のコンビニと同様、コピー機、ファ
クス、ATM等が整備されている。またチケット、代行の支払いなど様々
なサービスが提供されている
（150）
。
　表 4 － 9 は、ここ10年にわたって、セブンイレブンの店舗展開の推移
を表示している。この表では、マレーシアでは店舗数が近年続々拡大し
ていることがわかる。つまり、このように成長率を維持すれば、同国に
おける店舗数が上昇しつつあるのである。また、フランチャイズ店の割
合をみると、同国におけるセブンイレブンのフランチャイズ店舗数が少
なく、9.1％しか占めていない（2014年末時点
（151）
）。
表 4 － 9 ：セブンイレブンマレーシアの店舗数（2005年～2014年）
年次 店舗数 成長率（％）
2005年 700
2006年 838 19.7
2007年 877 4.7
2008年 987 12.5
2009年 1,103 11.8
2010年 1,212 9.9
2011年 1,328 9.6
2012年 1,407 5.9
2013年 1,557 10.7
2014年 1,745 12.1
出所： セブン＆アイHLDGS. コーポレートアウトライン及びセブン＆ア
イHLDGS.事業概要により作 成
（152）
（ 5 ）フィリピン
　1982 年、フィリピンセブンコーポレーション（PSC）がサウスランド
社と提携した。これにより、1984年にケソンシティーで 1 号店を開店し
た。2014年 時 点 まで1,282店 を 展 開 している。表 4 －10は2005年 から
2014年にかけての店舗数の拡大を表示する。これをみれば、2008年以降、
日系コンビエンスストアの国際フランチャイズ展開に関する研究 
207
同国でのセブンイレブンの店舗は急激な拡大をしてきた。平均成長率が
約 2 割前後であり、年々維持されている。このため、フィリピンでは店
舗数が拡大しつつあると予想できる。現在、セブンイレブンの店舗では、
ホットドッグ、サンドイッチ、パスター、弁当等食料品やガルプ、スラー
ピーなど飲料の購入に加え、代行の支払いなどのサービスも扱ってい
る
（153）
。また、2014年末時点まで、フランチャイズによる展開されてきた店
舗数は743店であり、約58％を占めていた
（154）
。
表 4 －10：セブンイレブンフィリピンの店舗数（2005年～2014年）
年次 店舗数 成長率（％）
2005年 265
2006年 287 8.3
2007年 311 8.4
2008年 368 18.3
2009年 446 21.2
2010年 551 23.5
2011年 689 25.0
2012年 829 20.3
2013年 1,009 21.7
2014年 1,282 27.1
出所： セブン＆アイHLDGS. コーポレートアウトライン及びセブン＆ア
イHLDGS.事業概要により作成152）
（ 6 ）ベトナム
　現在、セブンイレブンはベトナムに進出していないが、同社はの子会
社であるSEIが現地のアイエフビーホールディングスと契約を結んだ。
現地企業は同国でサンドイッチ店「サブウェイ」等を展開している。こ
の契約では、2017年にホーチミン市に 1 号店を展開し、 3 年で100店、
または10年間で1,000店の体制を構築する計画がある
（155）
。
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第五章 　タイ及びインドネシアにおけるセブンイレブン展開
の現状
第一節　展開の現状
（ 1 ）タイ
　上記に述べたように、現在タイではセブンイレブンは全業界において
1 位を占めている。タイにおける日系コンビニのパイオニアとして急激
な発展を遂げてきた。CPオール社の運営の下、ここ10年では毎年400～
550店を出店し、店舗網を続々拡大してきた。現在全国において店舗を
展開しており、2014年末時点まで8,127店舗へ拡大した。このなか、約
45％がバンコク及び周辺にあり、残りの55％は各省で展開されている。
全店舗数における直営店、フランチャイズ店の割合はそれぞれ約44％、
48％である
（156）
。つまり、タイにおけるフランチャイズ店の比率は日本と比
べ非常に低いのである。
　なお、日系コンビニは海外に進出するとき、当初は現地本部（マスター
フランチャイジー）が直営店を出店して市場の反応や運営上の問題点を洗
い出し、フランチャイズ・システム及び契約内容の調整（現地化）を行
い、その後は加盟店の募集に移行して出店スピードを高めるというパ
ターンが一般的である
（157）
。セブンイレブンのフランチャイズ展開も、この
パターンに基づき行われているが、タイの事情に合わせて、店舗を出店
してきた。
　同社が1989年に展開した 1 号店は直営店であった。当初は直営店方式
を重視したのは、コンビニ事業を軌道に乗せるのに不可欠な納入業者の
理解と協力を得るため、できるだけ早期に一定数の店舗網を築く必要が
あると考えたからである
（157）
。しかも、将来の資産価値増大・地価上昇を考
慮して、賃借ではなく買い取りか長期リースによる出店を原則としたた
め、フランチャイズシステムより直営店方式を選好した
（157）
。同社は直営店
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方式を中心に店舗網を拡大してきた。1990年まで直営店を27店をオープ
ンした。そして、1991年になると、フランチャイズ店を展開し始めた
（157）
。
当初直営店数と比べフランチャイズ店数は少なかったが、同国における
フランチャイズ店の展開が徐々に重視されるようになり、店舗数が続々
増加してきた
（158）
。ところが、1997年における通貨危機に影響され、同社は
フランチャイズ店より直営店の出店を再び重視することになった
（158）
が、そ
のあと従来のフランチャイズシステム加盟方式を見直し、出店がより容
易になる方法に改変した
（159）
。その結果、フランチャイズ店の比率が徐々に
上昇してきた。表 5 － 1 では、ここ10年にわたってタイにおける同社の
店舗数の推移が表示されている。これをみると、近年、特に、2012年に
入ると、全社の6,822店の中、フランチャイズ店が3,320店を展開してお
り、直営店の2,984店を超えた。また、2014年には、8,127店のなか、フ
ランチャイズ店が48.2%を占めており、3,916店であった。その一方、直
営店が3,570店で、43.9％を占めていた。ところが、これは 9 割以上を占
める日本におけるフランチャイズ店の比率と比べると、かなり低い。
表 5 － 1 ：タイのセブンイレブンの店舗数（2005年～2014年）
年次 全店舗 直営店 比率（％） フランチャイズ店 比率（%）
2005 3,311 1,931 58.3 1,191 36.0
2006 3,785 2,119 56.0 1,449 38.3
2007 4,279 2,463 57.6 1,561 36.5
2008 4,778 2,671 55.7 1,813 37.9
2009 5,270 2,794 53.0 2,130 40.4
2010 5,790 2,834 48.9 2,541 43.9
2011 6,276 2,926 46.6 2,884 45.9
2012 6,822 2,984 43.7 3,320 48.7
2013 7,429 3,248 43.7 3,593 48.4
2014 8,127 3,570 43.9 3,916 48.2
出所：CPオールのアニュアルレポートにより作成。
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　現在、タイでは、店舗同士が非常に近くある景色がよく見える。特に、
バンコクでは、数十メートルおきに設立される店舗がよくある。そして、
2014年末時点、一日当たりの平均来店客数は970万人となった
（160）
。表 5 －
2 をみると、ここ数年同国におけるセブンイレブンが順調に発展してい
ることがわかる。毎年10代から20代の成長率を維持している。2005年の
売上高が約1,694億4,600万円であったが、2014年には7,741億7,300万円に
達した。つまり約4.6倍弱の規模となった。そのため、現在同国で最大
手のコンビニチェーンとなったのである。
表 5 － 2 ：タイのセブンイレブンの売上高（2005年～2014年）
年次
売上高
（百万バーツ）
売上高
（百万円）
成長率
（％）
2005 50132/ 1 169,446 ―
2006 66,055 223,314 ―
2007 77,458 261,864 17.3
2008 92,959 314,269 20.0
2009 109,105 368,854 17.4
2010 131,656 445,093 20.7
2011 152,073 514,117 15.5
2012 184,799 624,755 21.5
2013 217,495 735,291 17.7
2014 228,996 774,173 5.3
出所：CPオールのアニュアルレポートにより作成。
　　　 / 1 : 2005年 9 月からテレホンカードからの売上高を除く 1 バーツ
は約3.38円に当たる。（2015年11月 2 日の両替率）
　セブンイレブンはタイの消費者に対して利便性を強化するように、店
内で商品の販売に加え、ATMを設置した。2014時点では約88％の店舗
でATMのサービスが扱われている。その上、300ベンダーと協力し、公
共料金、航空券などの支払い、代行の支払いといった日常生活に必要で
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ある700サービスを提供している。このため、セブンイレブンは徐々に
不可欠な存在となってきた
（161）
。
　なお、このような巨大な店舗網を支えているのは物流システム及び情
報システムである。
　物流システムに関しては、セブンイレブンは物流センターを設立した
ことで、ほとんどの商品はこの物流センターを通して各店舗へ配送され
ている。そこで、一部の例外を除き、メーカーは自社製品をセブンイレ
ブンの物流センターに納入するのである
（162）
。このセンターには約2,000メー
カから商品が提供されている
（163）
。このシステムは日本で 1 日に数回商品を
配送するが、タイ、とりわけバンコクでは渋滞があるから、トラック進
入 規 制 もあることで、 1 日 1 回 がほとんどである。当 初 はバンコクに
3 ヵ所を設置していたが、徐々に 7 ヵ所へ増加してきた。また、近年、
CPオールは2017年まで200～300店を受け持つ地域ごとの物流センター
を14ヵ所へ拡大するよう努力し、それに、配送回数を需要の大きい店舗
へ 2 、 3 回に増やす計画を発表した
（164）
。
　そして、情報システムに関しては、日本のセブンイレブンと同じく、
情報システムが設立された。これにより、発注、配達等店舗の運営に係
る事業が効率的に管理されるようになった
（165）
。
（ 2 ）インドネシア
　セブンイレブンは2009年に展開し始めてから中間層の若者に人気が高
まっている
（166）
。2014年になると、売上高が87億7000万円に達した（表 5 －
3 参照）。全業界においては 4 位をしめている。また、店舗数を見ると、
2015年 9 月には189店舗を展開してきた（表 3 － 5 参照）。また、10年間で
2,500店の体制を目指している
（167）
。
　なお、店舗は日本の標準的な店舗の約 2 倍ぐらいの面積でテーブルや
椅子を並べて、無料のインターネットを設定している。ヘンリー・ホノ
リス社長によると、同社の売上の 9 割は食品や飲料である。これとタイ
研究年報　社会科学研究　第37号（2017年 ２ 月15日）
212
と比べかなり高い比率である。同社は若者や単身者を狙って弁当や総菜
の品揃えを充実させている。また、セブンイレブンインドネシア店舗は、
コンビニとしての利便性を高めるように、宅配サービスやタクシー予約
を始めた
（168）
。
　セブンイレブンは新たなコンセプトによりインドネシアに進出した。
同国でのセブンイレブンの店舗は日用品等を購入できるコンビニエンス
ストアと共に通常食堂という組み合わせであるとされる。同国でセブン
イレブンのリテールコンセプトを 設 立 するため、PTモデルンインタナ
ショナル（あるいはモデルンプトラインドネシア）がミニマーケット 及 びク
イックサービスレストラン（Quick Service Restaurant QSR）のコンセプトを
組み合わせた
（169）
。これにより、同社はインドネシアにおいて生鮮食品提供
先（Fresh Food Store Destination）になることを目指し、品揃えでは生鮮食品
に重点を当てている。インドネシアでは生鮮食品提供先として位置づけ
するように、衛生的、デリシャス、素早いサービスを自社のモットとし
ている。つまり、同社は毎日24時間で手ごろの価格でインスタントで、
質が良く、品種が様々で、健康的、衛生的な生鮮食品及び飲料を提供す
る方針を採用しているのである
（170）
。
　なお、消費者にもっとも良いサービスを提供するように、生鮮食品及
び飲料を中心に食品やサービスを継続的に改善しつつある。このなか、
セブンイレブンの独特な商品とされるビッグバイトホットドッグ（Big 
Bite Hotdog）、冷凍炭酸飲料の「スラピー」、特大カップのソフトドリン
ク「ビッグガルプ」、コーヒーの「カフェ・セレクト」、フレッシュベー
カリーのドーナツ、各 種 の 弁 当、フライドチキン、サンドイッチ 等 が
年々開発されている
（171）
。2011年には、このような生鮮食品及び飲料の売上
高は同社の全店の売上高の過半数を占めていた。
　また、セブンイレブンの店舗網を支えている物流システムに関して
は、モデルンプトラインドネシア 社 はジャカルタの 東 にあるCakung市
で結合物流センター（Combined Distribution Center〔CDC〕）を設立した。この
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CDCにはセントラル倉庫及びセントラルキッチンが含まれる。セント
ラル倉庫には、商品は各メーカー及びパンの工場から直接に配送されて
いる。同社はトラックロジスティクスのIron Bird社と協力し、各店舗に
商品を配送している
（172）
。
　そして、生鮮食品及び飲料を開発するように、2011年にPTフレッシュ
フードインドネシア（PT Fresh Food Indoneshia）が設立された。この会社は
生鮮食品及び飲料の開発及び各店舗への提供を担っている。第 1 段階で
は、2011年にパンの工場を作った
（173）
。そして、2014年にセントラル・キッ
チン（共同キッチン）を完成し、より多くの新たな食品が開発・提供され
る見通しである。 2 、 3 年では200－300アイテムの新商品へ拡大する計
画がある。現在、セントラルキッチンがあったため、PTフレッシュフー
ドインドネシア社は500店に提供できるようになった
（174）
。
　その上、コンビニの運営には欠かせないもう一つのシステムは情報シ
ステム（ITシステム）である。インドネシアにおいても、モデルンプトラ
インドネシア 社 はセブンイレブンインクやセブンイレブンジャパンの
パートナーであるNEC、NRIなどと提携し、情報システムを設立した。
これにより、同国で単品管理、正確な発注、消費者ニーズの分析、事業
管理などが実施できた
（175）
。
　また、利便性を強化するように、セブンイレブン店舗は独特な品揃え
に加え、ATM、コピー機の設置もあり、洗濯、宅急便、タクシー予約
等様々なサービスも提供している。そして、日本のセブンイレブンと同
じく、保険料、電気代の支払い、エベントやコンサート、などのチケッ
ト、航空券、ツアー及び観光パッケージ等も購入できるようになった。
さらに、携帯電話やインターネットのプリペイドカードなどデジタル商
品も購入できる。これらの商品及びサービスを提供することで、セブン
イレブンはインドネシアの社会に進出しており、ポジショニングを果た
してきた
（176）
。
　以上の努力の末、セブンイレブンはインドネシアにおいて急速な発展
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を遂げてきた。表 5 － 3 をみれば明らかになる。これをみると、同社は
高い成長率を維持していることがわかる。特に2012年や2013年には 5 割
以上増加してきた。つまり、インドネシアにおいてはセブンイレブンの
発展は非常に期待できるとおもわれる。
表 5 － 3 ：セブンイレブンインドネシアの売上高（2011年～2014年
（177）
）
年次
売上高
成長率（％）
10億 ルピア 10億円 百万円
2011 319.2 2.88 2,880
2012 508.1 4.59 4,590 59.4
2013 778.3 7.03 7,030 53.2
2014 971.7 8.77 8,770 24.8
注）JPY/IDR＝0.0090300　（2015年11月 9 日）
出所：PT モデルンインタナショナルのアニュアルレポートにより作成
　このように、セブンイレブンインドネシアは子供、家族、専門家、特
に若者に人気を集めている（顧客の65％が15～29歳、そして60％が女性であ
る）。また、店舗では机や椅子が設備されるとともに、駐車場が広く、
無料Wiﬁが利用できる等魅力的である。そして商品の品質が良いし、手
ごろの値段で購入できるし、それにアクセスの良い戦略的な立地場所で
出店されるといった点では、セブンイレブンインドネシアは生鮮食品及
び飲料を購入する小売店であると同時に、人と人との集まる場所という
役割を果たしてきている
（178）
。
　さて、インドネシアにおける店舗の展開方式に関しては、2014年10月
時点まで176店を展開していたが、全て直営店であった。ホノリス社長
は、「2015年に数店舗で（フランチャイズ運営）を始めて増やしていく。理
想的には店舗の大半をフランチャイズにしたい」と話した。現在時点
（2016年 1 月）には同社のフランチャイズ店舗数はまだ公開されていな
い
（179）
。
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第二節　　展開の戦略
（ 1 ）タイ
　まず、以上に述べたとおり、タイでは屋台の文化が庶民の生活に浸透
した。特にバンコクにはセブンイレブンの軒下にびっしり屋台が並んで
いる。セブンイレブンタイは屋台と契約し、セブンイレブン敷地内で屋
台の営業を認め、屋台と共存している
（180）
。タイの消費者は一般的に温かい
食事を好むため、屋台で温かい食事を購入し、セブンイレブンで飲料や
デザートなど購入することになる。また、屋台を経営する人も原材料が
なくなる場合は、セブンイレブンで購入するといったメリットがあるか
らである。このようなタイ市場の特徴はセブンイレブンの品揃えに影響
を与えている。同国では、洗剤や調味料等日用品の品揃えを手厚くして
おり、日用品の割合は売上高の約 2 割以上で、約日本の倍となる
（181）
。その
一方、日本ではファストフードや弁当、総菜等日配食品やソフトドリン
ク、菓子、インスタント食品類等加工食品を合わせた食品が売上高の約
67.3％を占めている。このなか、ファストフードの割合が28.5％で、日
配食品が12.9％である。また、ソフトドリンクを含め加工食品は25.9％
を占めている（2014年時点）。ところが、タイのセブンイレブン店には惣
菜類など調理済み食品の販売スペースが小さい
（182）
。その中、特に、タイの
セブンイレブンの弁当類は消費期限が 3 ～ 6 日の「冷蔵食品」か、数ヶ
月の「冷凍食品」である。そこで、タイでは日本のように、昼食時や夜
間に多く弁当類などが多く購入される景色はほとんどみられない。ま
た、日本では調理済み食品は利益率の高い「戦略的商品」として重視さ
れているが、タイではそうなってはいない
（182）
。
　そのため、タイの店舗では、屋台と競合しないサービス等に取り組ん
でいる。日本と同様の公共料金支払い、宅急便の他に、タイ・エアアジ
アやノックエアといった格安航空会社の航空券の予約・販売というサー
ビスも提供している
（183）
。ところが、近年食品、飲料等が徐々に重視される
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ようになっており、若者の変わる食の嗜好に応じて、屋台と競合できる
ような弁当、入れたてコーヒー等の販売にも力を入れ始めた
（183）
。また、食
品、飲料の開発に力を入れ、様々な新たなメニューを用意した。顧客の
日常の要求に応えるように、同社は食品及び飲料品の比率を増やしてい
る。特に、手ごろな値段で購入できるおいしく、多様なメニューの開発
に重点を当てている。その結果、2014年の食品及び飲料の割合が72.3％
まで拡大してきた。そして、残りの27.7％は非食品が占める割合である。
それと同時に、調理済みの食品を販売する店舗を増やしてり、2014年末
時点、4000店以上でこれらの食品を購入できるようになった
（184）
。
　以上のような努力により、タイのセブンイレブンは完全フォーマット
の 食 品 コンビニ（Full Format convenience food store）を 目 指 しているのであ
る
（185）
。
　現在、タイのコンビニ業界においてリーディングの地位を立っている
が、この地位を強化するように、以下のような戦略を採用してきた。
　まず、それぞれの地域の人口構成及びライフスタイルに応じて適当な
店舗拡大や品揃えを実施する。同社は同国の小売業は発展の余裕が大き
いことを意識していることから、2018年には10,000店の体制へ拡大する
目標をたてている。そして、店舗拡大では、増加数だけに重視するのみ
ならず、新規店舗の発展の質にも重点を当ててきた。つまり、現地の消
費者のライフスタイルの変化に応じて店舗を展開してきた。例えば、タ
イでは個人の交通が増加してきたため、同社は適当な駐車場が付いてい
る独立な店舗及びガススタンド併設の店舗を展開している。また、都市
部の庶民のライフスタイルは徐々に速くなってきているから、利便性や
スピードを求めるようになった。つまり、約 3 人の核家族が食料品、そ
れにより少なめの商品を購入するようになったことから、食料品や日用
品等を適当な量で商品を開発してきた
（186）
。
　次に、サービスに関しては、顧客の要求を応えるように、交通違反罰
金、教育テスト等の支払いのサービス等様々な新たなサービスを提供し
日系コンビエンスストアの国際フランチャイズ展開に関する研究 
217
てきた
（187）
。
　その上、同社は消費者の全ての世代を目指してきたが、特に、中間層
の消費者、とりわけ女性が最近健康及びビューティーを視するように
なったため、食料品及び飲料の品揃えを中心に力を入れ、新商品を続々
開発してきている。例えば、精進料理や野菜、フルーツなどが提供され
てきたのである
（187）
。
　以上の戦略により、CPオールは他のチェーンとシェアを競争しなが
ら業界におけるリーディング地位を維持してきているとおもわれる。
（ 2 ）インドネシア
　セブンイレブンはインドネシアに進出したとき、同国で既に地元のイ
ンドマーレット及びアルファマート 2 チェーンが国内市場を支配してい
る。そのため、セブンイレブン店舗は生鮮食品及び飲料の品揃えをする
コンビニであると同時に、人と人との集まる場所として展開されてい
る。また、同国の消費者に自社の利便性やホスピタリティー なサービ
スを理解してもらうように、同社は続々消費者のニーズを理解し、それ
にそのニーズの変化をアップデートしつつある
（188）
。
　同社はインドネシアの市場に浸透するように、下記のような戦略を採
用してきた。
　第 1 に、24時間で衛生的、デリシャス、素早いというモットに基づき
生鮮食品及び飲料を提供してきた。消費者のニーズはよく変化してきて
いるため、同社は商品の開発に非常に力を入れている
（189）
。
　第 2 に、セブンイレブンの利便性を高めるように、同社は各銀行と協
力し、店内でATMを設備した。また、店舗では洗濯、宅急便、タクシー
予約等のサービスも扱っている。それに、保険料、電気代などの支払い
もできる。その上、携帯電話、インターネットなどデジタル商品、また
コンサートなどイベントのチケット、航空券の販売も扱うため、セブン
イレブンインドネシアは消費者に様々な利便性を提供してきた
（190）
。
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　第 3 に、出店戦略である。同社は 1 号店を出店して以来、ジャカルタ
及び周辺を中心に店舗を展開してきた。これはセブンイレブンブランド
に対する消費者の認識を高めるに加え、自社のインフラストラクチャー
を効率的に利用できるからである。また、出店フォーマットは消費者の
ニーズに応じて2014年時点まで次の 2 フォーマットが主流である。一
つ、独立なストアのフォーマットである。ここでは、セブンイレブンは
大きな道の隣にある戦略的な地域で店舗を設立し、そこでイートインス
ペースや 広 い 駐 車 場 を 整 備 する。もう 一 つ、小 さいボックスという
フォーマットである。ここでは、同社は消費者へと近づくように、駅、
アパート、オフィス、モールなどのビルディングの中で、小さい店舗を
設立する。
　セブンイレブンインドネシアは以上のような戦略を採用しながら徐々
に市場に浸透してきているといえる。
第六章　結論と今後に残された検討課題
第一節　結論
　日系コンビニは早くからアセアンへ進出してきたが、近年の店舗展開
は加速している現状にあるといえる。この理由としては、日本国内市場
に限界があることやアセアンの市場の将来性にあるとおもわれる。日本
では、少子高齢化が進んでいるため、人口が減少している。また、コン
ビニの店舗数は約 5 万店を超えた。日本では店舗数が 5 万店に至ると飽
和状況になるとされていることから、現在の国内市場が飽和となり、市
場に限界があるとされる。このため、コンビニ各社は、海外進出を加速
するようになった原因の一つであるといえる。
　海外市場といえば、アセアン諸国はここ数年急激な経済成長を遂げて
きており、人口が増えつつある。また、GDPの規模が拡大してきている
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と同時に、一人当たり所得も増加している。コンビニは 1 人当たり所得
が3,000ドルを超えると、普及するとされるから
（82）
、アセアン市場は大き
な市場であると思われる。その上、これらの国では、コンビニが目指す
中間層の人口が増加しており、都市化率も年々上昇してきているため、
コンビニ対しては非常にいい条件であるといえよう。
　アセアンに進出している日系コンビニには、セブンイレブン、ファミ
リーマート、ローソン、ミニストップの 4 社である。このなかでも、セ
ブンイレブンは、このような国で巨大な店舗網を有する。日系コンビニ
のアセアン進出先はこの地域の主要国となっているタイ、インドネシ
ア、マレーシア、シンガポール、フィリピン、ベトナムの 6 カ国である。
セブンイレブンは出資をせず、現地企業に対してストレートフランチャ
イズ契約を結んだ。投資を行わないため、費用及びリスクが小さいと考
えられる。また、同社は他社と比べ早くからこれらの国に進出しており、
現地の有力なパートナーと提携し、着実な位置づけを果たしてきた。
そして、セブンイレブンは 日 本 の 独 特 とされている 日 系 コンビニの
フォーマットでこれらの国に進出している。こうして、各国のセブンイ
レブン店舗では、日常生活での必要な商品、飲料、ファストフード等の
品揃えの他に、ATM等もおかれるようになっている。また、消費者に
より利便性を高めるように、公共料金、代行の支払い及びチケット等の
販売も扱っている。これはタイ及びインドネシアでの展開から明らかに
なる。
　タイはセブンイレブンの 店 舗 数 がもっとも 多 い 国 である（表 3 - 5 参
照）。また、インドネシアには日系コンビニの進出が遅いが、同国のコ
ンビニ市場が急激に発展してきた。この 2 カ国でも、商品の品揃え以外
にも、ATMもおかれるようになった。それに、チケットの 販 売 及 び 公
共料金・代行の支払い等様々なサービスも提供されている。また、コン
ビニの店舗網を支える物流システム及び情報システムも設立された。こ
うして、日本のフォーマットがタイ及びインドネシアにおける店舗展開
研究年報　社会科学研究　第37号（2017年 ２ 月15日）
220
で採用されている。
　しかし、現地の消費文化、ライフスタイル、規制等は日本と異なるこ
とから、現地における店舗の展開をみると、日本と違う点がみえてくる。
　タイでは屋台で食品を購入する文化が既に浸透してきているため、セ
ブンイレブンは屋台と共存する戦略を採択してきたのである。そこで、
消費者が屋台で食品を購入し、コンビニで飲料、日用品等を購入する習
慣に合わせて、品揃えをしてきた。ところが、近年、ライフスタイルが
変化してきているため、日本式の食品及び飲料にも力を入れ、様々な現
地適応型の新製品を開発している。そして、独立した店舗に加え、ガソ
リンスタンド併設のコンビニも設立するようになってきた。
　インドネシアへの進出が遅いセブンイレブンは、独自な形式で店舗を
展開してきた。同国のセブンイレブンの店舗では、生鮮食品及び飲料を
中心に商品を購入すると同時に、店舗で広いイートインを設立し、無料
Wiﬁを利用しながら、人と人が集まり、話すこともできる。そのため、
店舗の面積は日本の標準的な店舗の約 2 倍となっている。そして、最近、
消費者のニーズを応えるように、独立したストアの他に、駅、アパート、
オフィス、モールなどのビルディングのなかでも、小さい店舗を展開し
ている。
　なお、セブンイレブンの店舗展開は日本ではフランチャイズ方式が主
流である。セブンイレブンの国内のフランチャイズ店の比率は 9 割以上
を 占 めているが、アセアン 各 国 でこの 割 合 が 非 常 に 低 い（タイが 約
48.2％、シンガポールが約65％、マレーシアが僅か9.1％、フィリピンが約58％である）
が、タイ及びインドネシアをはじめ、アセアンにおけるフランチャイズ
店の比率は低い。しかし、近年フランチャイズ店の展開を徐々に重視さ
れるようになったとおもわれる。
第二節　今後に残された検討課題
　この論文で得られた結果から、以下のような残された検討課題があげ
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られる。まず、海外進出をしているコンビニにはセブンイレブンの他、
ファミリーマート、ローソン、ミニストップがある。このなかでも、ファ
ミリーマートは、国内では第 3 位を占めているように、海外にも非常に
積極的に展開しており、2009年には海外店舗数が日本国内の店舗数を上
回った。ところが、2013年ファミリーマートの最大国である韓国での事
業を撤退した。これは同国における規制が厳しくなったことにあるとさ
れた。そして、ベトナムでは、2013年現地パートナーが買収されたため、
提携の契約を解消した。海外進出するとき、このような問題に直面した
とき、各社はどのような対策を採用してきたか疑問が残る。
　そして、ローソンは日本国内で 2 位を占めているが、海外展開が他の
3 社と比べ、店舗数がもっとも少ない。そして、中国等では早くから進
出したが、現時点まで他のチェーンと比べ、発展していないと思われる。
なぜローソンの海外展開がこのようになっているかという疑問が残る。
　その他にも、ミニストップは、国内では 5 位を占めているが、店舗数、
売上高ともに他の 4 社に比べ小さい規模である。ところが、同社は韓国
を中心に海外で非常に力を入れている。現在、海外店舗数は国内店舗数
を超えてきた。このように、同社はどのような戦略を採用しているかと
いう疑問が残る。
　本論文では、進出先のアセアンのなかで、タイ及びインドネシアに焦
点を当てているが、他の 4 カ国における展開を研究する必要もある。そ
してセブンイレブンだけではなく、ローソン、ファミリーマート、ミニ
ストップはどのように進出しており、どのような戦略を採用しているの
かという問題もうきぼりとなった。
　そして、日系コンビニは伝統的小売業に依存してきたアセアンに進出
するとき、これらの国の経営環境及び社会環境にどのような影響を与え
ているのかという疑問が残る。
　さらに、本論文では、タイ及びインドネシアの展開について研究をし、
戦略分析を行ってきた。この 2 カ国に進出する際、政府の規制が徐々に
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厳しくなってきているなど様々な問題に直面しきた。また、これらの国
において地場のコンビニ企業が発展してきており、他の外資企業も力を
入れている。そして、日系のファミリーマート、ローソン、ミニストッ
プも参入し、事業の展開を加速している。その上、他の企業によって同
社の独自なシステムを真似される可能性も高いと思われる。このような
状況のなかで、地場及び他の外資コンビニ企業より競争力を強化するた
めに、セブンイレブンは差別化をみせる戦略等様々な対策を行う必要が
あるとおもわれる。同社はどのような対策で以上のような問題を解決し
ているのかという疑問が残る。
　また、コンビニは日本においてフランチャイズ方式によって速いス
ピードで多店舗展開できるようになったが、アセアンに進出するとき、
フランチャイズ店の割合が低いことから、なぜこれらの国でこの割合が
低いのか、しかも、これらの国におけるフランチャイズ展開ではどのよ
うな問題に直面してきたのかという疑問も残る。
　以上のような疑問については、本論文では検討できなかったため、今
後に残された検討課題としてさらなる研究をすすめていく所存である。
　註
（ 1 ）　2013年度「JFA（Japan Franchise Association）フランチャイズチェーン統計調
査」報告によると、店舗数では業界総計に占める小売業、サービス業、外食業
の割合が順番に40.26％、36.9％、22.84％である。また、売上高から見ると、
70.09％、12.73％、17.18％である。
2013年度調査結果
チェーン数 店舗数 売上高
チェーン数 増減 店舗数 増減 前年比
売上高
（百万円）
前年比
総計 1,304 18 252,514 7,251 103.0% 23,477,314 105.6%
小売業 345 5 101,660 4,527 104.7% 16,454,616 104.8%
（うちCVS） 26 1 52,902 2,696 105.4% 9,613,971 102.5%
外食業 550 12 57,683 910 101.6% 4,032,968 103.1%
サービス業 409 1 93,171 1,814 102.0% 2,989,730 114.4%
※店舗数は各チェーンの加盟店・直営店数の合計、売上高は加盟店・直営店の店舗末端売上高。
CVS＝コンビニエンスストアの略称
出所：JFAフランチャイズチェーン（2013年度統計調査報告、 1 頁）
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（ 2 ）　2013年度「JFAフランチャイズチェーン統計調査」報告によると、小売業に
おいてコンビニの占める割合は店舗数でも売上高でも50％以上である。
（ 3 ） 　 「JFA フランチャイズ・チェーン統計調査」の統計によると、2013年には小
売業の全店舗数の中、コンビニが約52％を占めており、売上高では約70.1％を
しめていた。
（ 4 ） 　木下俊彦「ASEAN諸国の持続的な経済成長実現への課題」伊藤隆敏『ASEAN
の経済発展と日本』（日本評論社、2004年）73頁。
（ 5 ）　東南アジア諸国連合貿易投資観光促進センター『ASEAN情報マップ』（国際
機関日本アセアンセンター、2014年） 4 頁。
（ 6 ）　同上 3 頁。
（ 7 ）　若松勇「ASEAN小売業は“もてなし”の現地化を」ジェトロセンサー 7 月号
（2013年）61頁。
（ 8 ）　2015年時点、海外店舗数ではタイには9,665店があり、日本に次ぐ規模となっ
た（表 3 － 5 参照）。
（ 9 ）　2014年 9 月から2015年 1 月の期間に、経済産業省による受託をし、株式会社
大和総研が「商取引適正化・製品安全に係る事業（アジア小売市場の事態調
査）」を実施した。この調査によると、店舗数では、インドネシアが2004年時
点は3,408店を展開していたが、2014年に22,818店まで拡大した。
　　　「アジア小売市場の事態調査」に関する ‐ アクセス2015年11月23日
　　　　http://www.dir.co.jp/case/asia/14031feature.html　
（10）　ファミリーマートはアメリカ出身であるセブンイレブンと異なり、日本で生
まれたのである。同社はアメリカのノウハウ等を受けなく自分の力で店舗を展
開してきた。また、海外展開には非常に取り組んでおり、2009年になると、海
外店舗数が国内店舗数を超えた。現在まで、韓国での事業を辞めて、店舗数が
減少したが、海外出店には力を非常にいれている。そして、グローバルNo 1 を
目指している。
（11）　セブンイレブンやファミリーマートは早々台湾、タイに既に進出しているが、
ローソンは2003年から中国へ進出し始めた。2015年 2 月時点進出先が 4 カ国・
地域であり、店舗数が591店に留まっていた。ミニストップが2015年11月に海
外で2,787店舗を展開しているが、ファミリーマートは5,790店を展開していた。
　　 これらのデーターはコンビニ 4 社のホームページにより取得した。
　　 アクセス2016年 1 月 7 日
　　　 セブンイレブン：http://www.sej.co.jp/company/tenpo.html
　　　 ファミリーマート：http://www.family.co.jp/company/familymart/store.html
　　　 ローソン：http://www.lawson.co.jp/company/corporate/data/sales/
　　　 ミニストップ：http://www.ministop.co.jp/corporate/about/shop/
（12）　日本フランチャイズチェーン協会『よくわかる！フランチャイズ入門』（同友
館、2005年） 8 頁。
（13）　同上 9 -10頁。民谷冒弘『成功するフランチャイズ戦略』（ダイヤモンド社、
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2000年）46頁。川越憲治「フランチャイズ・ビジネスのための序論」白鷗大学
論集第19巻第 1 号（2004年）158頁。フランチャイズというのは「特別の権利」
という意味である。動詞で言うと「特別の権利を与える」という意味である。
経済産業省「フランチャイズに関する用語について」‐ アクセス2015年 7 月 1
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C.P. All社のフランチャイズシステム
従来タイプ（Aタイプ） 新タイプ（Bタイプ）
*FCジーになるための条件
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が代行
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励
*出店資金合計450万バーツ （約1450万円）
FCジー投資額300万バーツ （約960万円）
　　店舗内装費90万バーツ
　　損害補償費70万バーツ
　　経営ノウハウ使用料20万バーツ
　　初期商品仕入れ費120万バーツ
本部投資額150万バーツ （約480万円）
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